
公的資金補償金免除繰上償還公的資金補償金免除繰上償還公的資金補償金免除繰上償還公的資金補償金免除繰上償還にににに係係係係るるるる公営企業経営健全化計画公営企業経営健全化計画公営企業経営健全化計画公営企業経営健全化計画（（（（延長計画延長計画延長計画延長計画））））

Ⅰ　基本的事項
１　事業の概要 特別会計名：水俣市水道事業会計

注１　「特別会計名」欄には、「実施要綱」の２において、補償金免除繰上償還の対象とされた公営企業債のうち、繰上償還を希望する公営企業
　　債に係る事業の属する特別会計の名称を記入すること。
　２　「事業開始年月日」欄は、「地方公営企業決算状況調査」における「施設及び業務概況に関する調」中の「事業開始年月日」又は「供用開
　　始年月日」（工業用水道事業にあっては「供給開始（予定）年月日」）を記入すること。なお、一の特別会計において複数の事業を行ってい
　　る場合には、当該年月日が最も早い（古い）ものに係る年月日を記入すること。
　３　事業を実施する団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合は、「団体名」欄に一部事務組合
　　等の名称を記入し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。
　４　「職員数」欄には、平成22年4月1日における常時雇用職員数について記入すること。なお、当該職員数については、「地方公営企業決算状
　　況調査」における「施設及び業務概況に関する調」中の「職員数」の範囲と同一（ただし、集計時点・集計単位は異なる。）のものであるこ
　　と。また、複数事業にまたがって勤務している職員がいる場合は、当該職員の所掌事務、給与の負担状況等により区分して記入すること。
　５　「健全化判断比率の状況」欄については、繰上償還を実施しようとする年度において当該団体の健全化判断比率又は当該公営企業の資金不
　　足比率が財政再生基準、早期健全化基準又は経営健全化基準以上である場合、該当するものをチェックすること。その場合には、財政再生計
　　画、財政健全化計画又は経営健全化計画の計画期間を併せて記入すること（複数の項目に該当する場合は、該当する項目全てをチェックし、
　　策定している全ての計画の計画期間を記入すること 。）。　

２　財政指標等

財政力指数

資金不足比率（健全化法）（％） 財政力指数（臨財債振替前）

経常収支比率  （％） 実質公債費比率　 （％）

将来負担比率　   （％）

注１　資本費については、平成20年度又は平成21年度の数値を記入することとし、財政力指数、実質公債費比率、経常収支比率及び将来負担比率
　　については、当該事業の経営主体である地方公共団体の数値を記入すること。
　　　この場合、財政力指数及び実質公債費比率については、平成21年度又は平成22年度の数値を、経常収支比率及び将来負担比率については、
　　平成20年度又は平成21年度の数値をそれぞれ記入することとし、これら以外の数値については、直近の地方財政状況調査及び公営企業決算状
　　況調査の報告（又は報告を予定している）数値を記入すること。
　　　なお、当該事業が一部事務組合等により経営されている場合は、財政力指数、実質公債費比率、経常収支比率及び将来負担比率については、
　　その構成団体の各数値を加重平均したものを記入すること（ただし、一部事務組合等の構成団体に財政力指数1.0以上の団体がある場合には、
　　構成団体の中で最も低い財政力指数の団体の数値を記入すること。）。
　　　また、一部事務組合等に係る将来負担比率については、各構成団体の将来負担比率を各構成団体の団体区分ごとに別表１の基準１で除し、
　　それにより得た数値を将来負担比率算出における分母の額に応じて加重平均したものを記入すること。　
　２　財政指標については、条件該当年度を（　）内に記入すること。また、財政力指数以外の財政指標については、数値相互間で年度（地方財
　　政状況調査等における年度）を混在して使用することがないよう留意すること。
　３　財政力指数（臨財債振替前）については、財政力指数が１．０以上の団体で、臨時財政対策債振替前の基準財政需要額を用いて算出した場
　　合の財政力指数が１．０を下回る場合についてのみ記入すること。この場合には、補足様式１を作成し添付すること。なお、一部事務組合等
　　については本欄の記入は不要であること。
　４　「資金不足比率(健全化法)」欄には、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第22条の規定に基づいて算出した率が経営健全化基準以上
　　である場合に、当該率を記入すること。
　５　注１に関連して、一部事務組合等については、補足様式２を作成し添付すること。

３　合併市町村等における公営企業の統合等の内容

注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（平成16年法律第59号）第２条第２項に規定する合併
　　市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示の
　　あったものをいう。
　２　「旧法による合併市町村」とは、旧市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２項に規定する合併市町村（平成７
　　年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置されたものに限る。）をいう。

　３　□にレを付けた上で、市町村合併に伴い実施（予定）の公営企業会計の統合、組織の統合その他公営企業の経営の合理化施策の内容を記入
　　すること。　

４　公営企業経営健全化計画の基本方針等

フォローアップフォローアップフォローアップフォローアップ用用用用

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村における公営企業の統合等の内容
　□　旧法による合併市町村における公営企業の統合等の内容
　☑　該当なし

平成22年度から平成26年度まで（当初計画：平成19年度から平成23年度まで）
計 画 策 定 責 任 者

計 画 名 公的資金補償金免除繰上償還に係る公営企業経営健全化計画（延長計画）
区　　分

□財政再生基準以上　　□早期健全化基準以上　　□経営健全化基準以上

　計画期間：

水俣市長　宮本　勝彬

基 本 方 針

ホームページで公表

水俣市水道事業経営基本方針及び中長期計画「みなまた・水・品質向上計画」(第1次計画期間:平成14年度から平成
18年度まで、第2次前期財政計画期間：平成19年度から平成23年度まで)

既存計画との関係

公 表 の 方 法 等
　水俣市水道事業経営基本方針及び中長期計画「みなまた・水・品質向上計画」に基づき、水・サービス・人の品
質向上を目指します。
　財政計画においては、過疎化、少子高齢化が深刻化する中、これまで世代間公平を図る有効な手段と目されてき
た企業債は、逆に、後の世代の負担増を強いることとなる可能性を否定できないと考え、老朽施設の更新、施設の
耐震化等の建設改良にあたっては、長いスパンでの施設更新計画を練ることにより、可能な限り、内部資金の範囲
内で実施してまいります。また、料金の値上げは、経費節減に万策尽きた後の最終手段であるという認識の下、人
口減等による給水収益の減少を費用の減少で補っていくべく最大限の努力を図ってまいります。

健全化判断比率の状況

〔合併期日：　　　　　　　　　合併前市町村：　　　　　　　　　　　　　　　　　 〕

― （　20年度）

0.39（　21年度）

― （　21年度）

計 画 期 間

114.1（　20年度）

93.8（　20年度）

内　　　容

16.5（　21年度）

14名

☑適　用　 □非適用昭和12年4月1日

事　　業　　名

職員数  (H22. 4. 1現在)

資本費

水俣市

末端給水事業、簡易水道事業（上水道事業）

事業開始年月日

44円（　20年度）

地方公営企業法の適用・非適用

団　　体　　名

構成団体名



Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補 償 金免 除額

注１　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基
　　準日の金利動向に応じて算出された予定額であり､各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上､
　　確認した補償金免除(見込)額を記入すること。
　２　各欄の数値は小数点第２位を切り上げて、小数点第１位まで記入すること。従って各欄の単純合計と「合計」欄の数値は一致しない場合
　　があること (なお、小数点第２位が０であるが、小数点第３位に数値がある場合は同様に切り上げること。）。

６　平成２２年度以降における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【旧公営企業金融公庫資金】

注１　地方公共団体が経営する当該事業に要する経費の財源として起債した公営企業債の平成22年度末以降における年利５％以上の地方債現在
　　高について、旧資金運用部、旧簡易生命保険資金、旧公営企業金融公庫資金の別、年利別に記入すること。
　２　地方債計画の区分ごとに記入し、必要に応じて行を追加すること。
　３　本表に記入する公営企業債には、当該地方公共団体の一般会計が管理するもの（一般会計出資債、補助金債のほか、一般行政病院等に係
　　る病院事業債、過疎代行事業による下水道事業債で事業経営の実態がなく一般会計が残債を管理しているもの、起債時には事業が存在して
　　いたが、その後の事業廃止等により現在は一般会計が残債を管理しているもの等）も含むが、その場合には、それらを「※上記のうち一般
　　会計負担分」に再掲すること。
　４　「※上記のうち一般会計負担分」には、上記注３のとおり、公営企業債のうち一般会計において残債の管理をしているものについて再掲
　　するものであり、公営企業会計が管理する残債に係る元利償還に対する一般会計繰出金を記入するものではない。

区　　　分

旧運用部：年利5%以上
　　　　　6%未満
旧簡保　：年利5%以上
          6%未満
旧公庫　：年利5%以上
　　　　　5.5%未満

旧運用部：年利6%以上
　　　　　6.3%未満
旧簡保　：年利6%以上
          6.5%未満
旧公庫　：年利5.5%以上
　　　　　6%未満

旧運用部：年利6.3%以上
旧簡保　：年利6.5%以上
旧公庫　：年利6%以上

うち年利7%以上

※
上
記
の
う
ち

一
般
会
計
負
担
分

(

再
掲)

公
営
企
業
債

※
上
記
の
う
ち

一
般
会
計
負
担
分

(

再
掲)

合　　　計　　　　 (A)

230,390.395,720.4

(単位：千円)

230,390.3

合　　計

65,404.3

65,404.3

4,059.6

合　　　計　　　　 (B)

公営企業で負担するもの (A)-(B)

合　　　計　　　　 (B)

230,390.369,265.7 65,404.3

公営企業で負担するもの (A)-(B)

(単位：千円)

事業債名
年利5%以上6%未満

(平成24年度末残高）
年利6%以上6.5%未満
(平成23年度末残高）

旧簡易生命保険資金 繰上償還希望額

14,868.1 16,252.2
旧 資 金 運 用 部 資 金

69,265.7 65,404.3繰上償還希望額

(単位：千円)

230,390.3

63,364.5

合　　計

旧公営企業金融公庫資金 繰上償還希望額 8,030.1 12,089.7

(単位：千円)
年利6%以上

(平成22年度末残高） 合　　計

95,720.4

32,244.3

うち年利7%以上

95,720.4

95,720.4

12,089.78,030.1

12,089.7合　　　計　　　　 (A)

公
営
企
業
債

水道事業

公営企業で負担するもの (A)-(B) 8,030.1 12,089.7

合　　　計　　　　 (B)

※
上
記
の
う
ち

一
般
会
計
負
担
分

(

再
掲)

事業債名
年利5%以上6%未満

(平成24年度末残高）
年利6%以上6.3%未満
(平成23年度末残高）

年利6.3%以上
(平成22年度末残高）

合　　　計　　　　 (A)

公
営
企
業
債

69,265.7水道事業

69,265.7

合　　計
うち年利7%以上

年利6.5%以上
(平成22年度末残高）

事業債名
年利5%以上5.5%未満

(平成24年度9月期残高）
年利5.5%以上6%未満

(平成23年度9月期残高）
うち年利7%以上

4,059.6

8,030.1 4,059.6

4,059.6



Ⅱ　財務状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ① 定員管理の合理化（労働生産性の向上）

課 題 ② サービス供給コストの節減合理化

経 営 課 題

内　　　　容
　本市は、上水道事業と簡易水道事業を一つの会計で運営しており、総務省が作成・
公表している『水道事業経営指標』の分類区分において「給水人口1.5万人以上3万人
未満、その他(地下水、伏流水等）を主な水源とする有収水量密度全国平均以上の事
業(D6)」に分類されます。
　恵まれた水源による比較的良好な経営基盤に立つ一方、過疎化、少子高齢化の進展
等に伴う人口減等により、給水収益は近年非常な勢いで減少しています（平成17年度
から平成21年度までの5年間に9.6％、4千5百万円減少）。
　現在のところ、本市の料金回収率（H21 125.5％、H20 127.0％）は、類似団体平均
（H20 101.2％）と比較しても高く、給水に係る費用を水道料金による収入で十分に
賄えている状況にあります。しかしながら、給水収益の減少は今後も継続していくで
あろうことが予想され、また、これまでは、給水収益の減少幅を費用の減少幅で吸収
して、収益減による経営悪化を何とか防ぐことができていますが、費用減の方策も殆
どやり尽くした状況にあり、今後、非常に厳しい経営環境となることが予想されま
す。
　本市は、事業開始が昭和12年と古く、更新を必要とする老朽管が多くあり、また、
施設の耐震化、簡易水道統合事業等、今後、莫大な建設改良事業を実施していかなけ
ればなりません。
　以前は、自己資本構成比率がかなり低いレベル(H13 42.2％）にありましたが、新
規の起債を凍結する一方、積極的な利益処分を推し進めてきた結果、類似団体平均
(H20 61.5％)を超える水準にまで向上（H21 67.0％、H20 66.0％)しています。な
お、起債凍結の結果、バブル期と重なった石綿管更新事業等に係る企業債が起債残高
の大部分を占めることとなり、利子負担率（H21 4.6％、H20 4.6％)は、類似団体平
均（H20 2.9％)を大きく上回っています。
　平成21年度末の借入資本金残高は8億6千2百万円で、累積欠損金、不良債務はあり
ません。

　本市水道事業は、第1次中長期計画(H14～18)において、公用車の削減及び全公用車
の軽自動車への計画的変更、契約事務の市長部局への統合及び委託業務、物品購入契
約事務の適正化(随意契約から競争契約への見直し)、電力契約見直し等による動力費
等施設維持管理費の削減等、様々な供給コストの節減合理化策を講じてきました。今
後も、過疎化・少子高齢化の進展等により、将来的な収益の増加は見込めないものと
みて、引き続きさらなる徹底的な経費削減策を検討していく必要があります。
　しかしながら、国が進める簡易水道事業統合を実現するため、例年を大きく上回る
膨大な経費を計上する必要があります。本市は民営簡易水道及び周辺未普及地域も統
合の予定であるため、統合後は、維持管理費の増加が見込まれています。

　本市はこれまで労働生産性の低さ、職員数の多さを課題としてきており、経営合理
化と機構改革を推し進める中、平成6年度には29名を要した職員数を、平成21年度に
は14名（損益勘定職員13名、資本勘定職員1名）にまで半減するに至っております。
しかしながら、他団体との比較においては、なおも職員数が多い状況にあります(有
収水量1万ｍ3当たり損益勘定職員数 H21本市15名、H20類似団体平均9名、同規模団体
平均11名)。
　人員削減の効果を超えて有収水量が減少し続けていることも、有収水量1万ｍ3当た
り損益勘定職員数がなかなか改善しない原因となっていますが、年間有収水量300万
トン規模に過ぎないにかかわらず、20もの配水池を管理していかなければならない
等、相応の職員数を確保しなければ事業運営に支障を来す特殊要因を抱えています。
　過疎化･少子高齢化の進展により、今後も給水収益が減少していくことが見込まれ
ることから、今後も、改善に向けての努力を続けていく必要があります。



課 題 ③ 料金体系の検討

課 題 ④ 未収金対策の強化

課 題 ⑤ 一般会計からの基準内繰入金の受入れ

留 意 事 項

注１　「財務上の特徴」欄は、事業環境や地域特性等を踏まえて記入すること。また、経営指標等につ

　　いて経年推移や類似団体との水準比較などを行い、各自工夫の上説明すること。

　２　「経営課題」欄は、料金水準の適正化、資産の有効活用、給与水準・定員管理の適正合理化、維

　　持管理費等サービス供給コストの節減合理化、資本投下の抑制、民間的経営手法等の導入等、団体

　　が認識する経営上の課題について、優先度の高いものから順に記入する。また、経営課題と認識す

　　る理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　３　「留意事項」欄は、「経営課題」で取り上げた項目の他に、経営に当たって補足すべき事項を記

　　入すること。

　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

　本事業は、地方公営企業法第第17条の2第１項第１号に規定する経費については、
従来から繰入金を収受してきましたが、その他の経費については、繰出基準に該当す
る経費があっても、受け入れてきませんでした。
　しかしながら、基準外繰入金の収受を行わない完全独立採算を維持しながら、繰出
基準に基づく繰入金で収受すべきものについてはきちんと受け入れていく必要がある
と考え、平成18年度から児童手当繰入金の受入れを開始しました。
　なお、法18条に規定する出資に係る経費については、現在のところ受け入れており
ませんが、本市の資本費水準、一般会計の財政状態等を総合的に考慮し、その必要
性・妥当性について十分検討する必要があります。

　本市は、停水処分等の債権保全策を適正に執行していること等の債権回収努力の成
果を得て、回収不能となる債権は近年減少傾向にあり、現在のところ、回収不能債権
が経営を圧迫する可能性はありません（平成21年度決算における前年度未収金残高12
万円）。今後も、懇切丁寧に納入相談に応じる一方、厳格に停水処分等の債権保全手
段を講じていくなど、お客様の生活状況を正確に見極めた債権保全策を実施して、回
収不能債権の発生をできるかぎり防止するよう努めていく必要があります。

　本市の料金回収率は、現段階では100％以上の水準を維持しており、また、起債に
たよらず、内部留保資金と利益剰余金の範囲内で建設改良事業を実施し得ており、料
金水準は適正なレベルにあります。
　本市は、上水道末端給水事業と簡易水道事業を併せて一つの会計で経営しています
が、上水道と簡易水道とで異なる料金設定をしており、平成21年度決算における料金
回収率を上水道と簡易水道に分解すると、上水道は126.3％（給水原価109.6円/㎥、
供給単価138.4円/㎥）であるのに対し、簡易水道は64.3％（給水原価178.9円/㎥、供
給単価115.0円/㎥）であり、簡易水道の赤字を上水道で補てんしている状態となって
います。今後、早期に料金を統一する必要があります。
　なお、21年度に策定した簡易水道事業等統合計画において、本市は、上記市営簡易
水道の上水統合とともに、これまで市が経営してこなかった民営簡易水道及び周辺未
普及地域を上水道に統合することとしています。24年度から28年度までの事業期間中
に統合可能となった地区から順次統合していき、現行の上水道料金と同一の料金を適
用する予定です。
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1
2

3
7

3
7

3
8

3
8

３
．

４
．

５
．

(D
)

1
7
6

2
5
7

3
4
1

1
8
0

2
3
0

2
9
8

2
9
5

△
 3

3
2
7

2
6
7

△
 6

0
5
1
3

1
5
4

△
 3

5
9

2
4
6

5
5
5

3
0
9

3
0
6

3
3
6

3
0

 (
D

)-
(C

)
(E

)
1
4
9

1
8
9

3
2
6

1
7
7

2
0
0

2
6
6

2
8
0

1
4

3
2
5

2
2
9

△
 9

6
4
5
3

1
4
4

△
 3

0
9

1
7
5

4
9
2

3
1
7

2
1
0

2
8
5

7
5

１
．

8
1

1
2
4

2
5
0

1
1
6

1
3
6

2
0
1

2
1
4

1
3

1
2
5

9
4

△
 3

1
1
1
7

5
2

△
 6

5
8
9

9
1

2
1
5
2

1
2
4

△
 2

8

２
．

6
5

6
0

7
0

5
5

5
7

6
0

6
0

1
9
0

1
3
0

△
 6

0
3
2
0

9
0

△
 2

3
0

8
0

3
8
0

3
0
0

5
0

1
5
0

1
0
0

３
．

４
．

3
5

6
6

7
5

6
1

9
5

△
 4

1
6

2
△

 1
4

6
2
1

1
5

8
1
1

3

(F
)

1
4
9

1
8
9

3
2
6

1
7
7

2
0
0

2
6
6

2
8
0

1
4

3
2
5

2
2
9

△
 9

6
4
5
3

1
4
4

△
 3

0
9

1
7
5

4
9
2

3
1
7

2
1
0

2
8
5

7
5

(G
)

(H
)

1
,2

8
0

1
,1

9
8

9
7
5

9
2
0

8
6
2

7
0
2

7
0
2

5
8
2

5
8
2

4
7
0

4
7
0

4
3
3

4
3
3

3
9
5

3
9
5

（
２
）
他
会
計
繰
入
金

年
　

　
　

　
　

度
平

成
1
7
年

度
平

成
1
8
年

度
平

成
1
9
年

度
平

成
2
0
年

度
平

成
2
1
年

度
（
計

画
前

５
年

度
）

（
計

画
前

４
年

度
）

（
計

画
前

３
年

度
）

（
計

画
前

々
年

度
）

（
計

画
前

年
度

）

区
　

　
　

　
　

分
（

決
算

）
（

決
算

）
（

決
算

）
（

決
算

）
(

決
算

)
計

画
実

績
値

乖
離

値
計

画
実

績
値

乖
離

値
計

画
実

績
値

乖
離

値
計

画
見

込
値

乖
離

値
計

画
見

込
値

乖
離

値

1
1

1
1

3
2

△
 1

1
4

3
1

4
3

1
4

3
1

4
3

1
1

1
1

3
2

△
 1

1
4

3
1

1
1

1
1

1

3
3

3
3

3
3

2
3

2
4

3
△

 1
2

2
6

6
1

1

2
3

2
4

3
△

 1
2

2
6

6
1

1

1
3

4
3

7
5

△
 2

3
6

3
1

1
0

9
1

4
3

2
5

3

（
単

位
：
百

万
円

，
％

）

う
ち

基
準

外
繰

入
金

合
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
計

補
て

ん
財

源
不

足
額

(E
)-

(F
)

他
会

計
借

入
金

現
在

高

企
業

債
現

在
高

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

資
本

的
収

支
分

う
ち

基
準

内
繰

入
金

収
益

的
収

支
分計

資
本

的
収

入
額

が
資

本
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額

補 て ん 財 源

損
益

勘
定

留
保

資
金

利
益

剰
余

金
処

分
額

繰
越

工
事

資
金

そ
の

他

計計

(A
)の

う
ち

翌
年

度
へ

繰
り

越
さ

れ
る

支
出

の
財

源
充

当
額 純

計

資 本 的 支 出

建
設

改
良

費

う
ち

職
員

給
与

費

企
業

債
償

還
金

他
会

計
長

期
借

入
返

還
金

他
会

計
へ

の
支

出
金

そ
の

他

他
会

計
負

担
金

他
会

計
借

入
金

国
（

都
道

府
県

）
補

助
金

固
定

資
産

売
却

代
金

工
事

負
担

金

そ
の

他

資 本 的 収 支

資 本 的 収 入

企
業

債

資
本

費
平

準
化

債

他
会

計
出

資
金

他
会

計
補

助
金

平
成

2
2
年

度
（
計

画
初

年
度

）
平

成
2
3
年

度
平

成
2
4
年

度
平

成
2
5
年

度
平

成
2
6
年

度
（
計

画
第

２
年

度
）

（
計

画
第

３
年

度
）

（
計

画
第

４
年

度
）

（
計

画
第

５
年

度
）



（
３
）
経
営
指
標
等

 

年
　

　
　

　
　

　
度

平
成

1
7
年

度
平

成
1
8
年

度
平

成
1
9
年

度
平

成
2
0
年

度
平

成
2
1
年

度
（
計

画
前

５
年

度
）

（
計

画
前

４
年

度
）

（
計

画
前

３
年

度
）

（
計

画
前

々
年

度
）

（
計

画
前

年
度

）

区
　

　
　

　
　

　
分

（
決

算
）

（
決

算
）

（
決

算
）

（
決

算
）

(
決

算
)

計
画

実
績

値
乖

離
値

計
画

実
績

値
乖

離
値

計
画

実
績

値
乖

離
値

計
画

見
込

値
乖

離
値

計
画

見
込

値
乖

離
値

地
方

財
政

法
に

よ
る

資
金

不
足

の
比

率
(％

)
(再

掲
)

料
金

回
収

率
※

(％
)

1
2
1
.6

1
1
1
.1

1
1
8
.1

1
2
7
.0

1
2
5
.5

1
1
9
.8

1
2
5
.7

5
.9

1
0
7
.7

1
2
5
.9

1
8
.2

1
2
4
.3

1
3
4
.0

9
.7

1
2
3
.1

1
3
1
.9

8
.8

1
1
9
.7

1
2
8
.1

8
.4

資
本

費
（
円

又
は

％
）

4
8
.7

4
8
.6

4
8
.6

4
4
.3

4
4
.5

4
6
.6

4
5
.4

△
 1

.2
4
4
.7

4
4
.0

△
 0

.7
4
3
.9

4
2
.3

△
 1

.6
4
5
.7

4
4
.6

△
 1

.1
4
7
.1

4
5
.9

△
 1

.2

総
収

支
比

率
（
法

適
用

）
(％

)
1
2
6
.0

1
2
2
.2

1
2
3
.9

1
3
2
.5

1
3
1
.6

1
2
6
.8

1
3
1
.4

4
.6

1
1
9
.1

1
4
0
.2

2
1
.1

1
2
9
.5

1
4
7
.2

1
7
.7

1
2
8
.3

1
3
9
.6

1
1
.3

1
2
4
.8

1
3
5
.7

1
0
.9

経
常

収
支

比
率

（
法

適
用

）
(％

)
1
2
6
.8

1
2
2
.3

1
2
3
.9

1
3
2
.6

1
3
1
.6

1
2
6
.8

1
3
1
.5

4
.7

1
1
9
.1

1
4
0
.2

2
1
.1

1
2
9
.6

1
4
7
.7

1
8
.1

1
2
8
.3

1
3
9
.8

1
1
.5

1
2
4
.9

1
3
5
.8

1
0
.9

営
業

収
支

比
率

（
法

適
用

）
(％

)
1
5
3
.1

1
4
2
.6

1
4
3
.5

1
4
9
.7

1
4
7
.7

1
4
0
.6

1
4
6
.7

6
.1

1
2
8
.0

1
5
1
.4

2
3
.4

1
3
8
.3

1
6
4
.0

2
5
.7

1
3
4
.6

1
4
4
.9

1
0
.3

1
3
0
.3

1
4
0
.1

9
.8

累
積

欠
損

金
比

率
（
法

適
用

）
(％

)
(再

掲
)

収
益

的
収

支
比

率
（
法

非
適

用
）

(％
)

(再
掲

)

(％
)

0
.0

0
.1

0
.2

0
.2

0
.2

0
.8

0
.4

△
 0

.4
0
.3

0
.9

0
.6

0
.3

0
.8

0
.5

0
.3

0
.9

0
.6

0
.3

0
.9

0
.6

う
ち

基
準

内
繰

入
金

(％
)

0
.0

0
.1

0
.2

0
.2

0
.2

0
.8

0
.4

△
 0

.4
0
.3

0
.9

0
.6

0
.3

0
.3

0
.0

0
.3

0
.3

0
.0

0
.3

0
.3

0
.0

う
ち

基
準

外
繰

入
金

(％
)

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.5

0
.5

0
.0

0
.6

0
.6

0
.0

0
.6

0
.6

(％
)

0
.7

0
.4

1
4
.8

1
0
0
.0

5
.4

1
1
.9

1
7
.6

5
.7

1
0
0
.0

4
.3

△
 9

5
.7

0
.0

6
5
.3

6
5
.3

0
.0

0
.0

0
.0

0
.9

1
.6

0
.7

う
ち

基
準

内
繰

入
金

(％
)

0
.7

0
.4

1
4
.8

1
0
0
.0

5
.4

1
1
.9

1
7
.6

5
.7

1
0
0
.0

4
.3

△
 9

5
.7

0
.0

6
5
.3

6
5
.3

0
.0

0
.0

0
.0

0
.9

1
.6

0
.7

う
ち

基
準

外
繰

入
金

(％
)

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

注
１
　
上
記
の
各
指
標
の
算
出
方
法
に
つ
い
て
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
こ
と
。

 
　
 
(
1
)
 
地
方
財
政
法
に
よ
る
資
金
不
足
の
比
率
（
％
）

 
　
　
 
ア
　
地
方
公
営
企
業
法
適
用
企
業
の
場
合
＝
地
方
財
政
法
施
行
令
第
1
9
条
第
１
項
に
よ
り
算
定
し
た
資
金
の
不
足
額
／
（
営
業
収
益
－
受
託
工
事
収
益
）
×
１
０
０

 
　
　
 
イ
　
地
方
公
営
企
業
法
非
適
用
企
業
の
場
合
＝
地
方
財
政
法
施
行
令
第
2
0
条
第
１
項
に
よ
り
算
定
し
た
資
金
の
不
足
額
／
（
営
業
収
益
－
受
託
工
事
収
益
）
×
１
０
０

 
　
 
(
2
)
 
総
収
支
比
率
（
％
）
＝
総
収
益
／
総
費
用
×
１
０
０

 
　
 
(
3
)
 
経
常
収
支
比
率
（
％
）
＝
経
常
収
益
／
経
常
費
用
×
１
０
０

 
　
 
(
4
)
 
営
業
収
支
比
率
（
％
）
＝
（
営
業
収
益
－
受
託
工
事
収
益
）
／
（
営
業
費
用
－
受
託
工
事
費
用
）
×
１
０
０
（
病
院
事
業
に
あ
っ
て
は
「
営
業
収
支
比
率
」
を
「
医
業
収
支
比
率
」
と
読
み
替
え
る
こ
と
。
）

 
　
 
(
5
)
 
累
積
欠
損
金
比
率
（
％
）
＝
累
積
欠
損
金
／
（
営
業
収
益
－
受
託
工
事
収
益
）
×
１
０
０

 
　
 
(
6
)
 
収
益
的
収
支
比
率
（
％
）
＝
総
収
益
／
（
総
費
用
＋
地
方
債
償
還
金
）
×
１
０
０

 
　
 
(
7
)
 
繰
入
金
比
率
（
％
）
＝
収
益
的
収
入
に
属
す
る
他
会
計
繰
入
金
（
又
は
資
本
的
収
入
に
属
す
る
他
会
計
繰
入
金
）
／
収
益
的
収
入
（
又
は
資
本
的
収
入
）
×
１
０
０

　
２
　
上
記
指
標
の
う
ち
「
料
金
回
収
率
」
は
、
水
道
事
業
（
簡
易
水
道
事
業
を
含
む
）
、
工
業
用
水
道
事
業
及
び
下
水
道
事
業
（
下
水
道
事
業
に
あ
っ
て
は
使
用
料
回
収
率
）
に
つ
い
て
記
入
す
る
こ
と
。

 
　
 
(
1
)
 
水
道
事
業
、
工
業
用
水
道
事
業
に
係
る
料
金
回
収
率
の
算
出
方
法

 
　
　
 
・
料
金
回
収
率
（
％
）
＝
供
給
単
価
※
1
／
給
水
原
価
※
2
×
１
０
０

　
　
　
 
 
※
1
 
供
給
単
価
（
円
／
㎥
）
＝
給
水
収
益
／
年
間
総
有
収
水
量
(
工
業
用
水
道
事
業
に
あ
っ
て
は
料
金
算
定
に
係
る
も
の
）

　
　
　
 
 
※
2
 
給
水
原
価
（
円
／
㎥
）
＝
（
経
常
費
用
－
(
受
託
工
事
費
＋
材
料
及
び
不
用
品
売
却
原
価
＋
附
帯
事
業
費
＋
基
準
内
繰
入
金
(
水
道
事
業
の
み
)
)
）
／
年
間
総
有
収
水
量
（
工
業
用
水
道
事
業
に
あ
っ
て
は
料
金
算
定
に
係
る
も
の
）

　
　
　
　
　
　
但
し
、
簡
易
水
道
事
業
に
つ
い
て
は
下
記
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

　
　
　
　
　
　
ア
　
地
方
公
営
企
業
法
適
用
企
業
の
場
合
＝
（
経
常
費
用
－
（
受
託
工
事
費
＋
材
料
及
び
不
用
品
売
却
原
価
＋
附
帯
事
業
費
＋
基
準
内
繰
入
金
＋
減
価
償
却
費
）
＋
企
業
債
償
還
金
）
／
年
間
総
有
収
水
量

　
　
　
　
　
　
イ
　
地
方
公
営
企
業
法
非
適
用
企
業
の
場
合
＝
（
総
費
用
－
（
受
託
工
事
費
＋
基
準
内
繰
入
金
）
＋
地
方
債
償
還
金
）
／
年
間
総
有
収
水
量

 
　
 
(
2
)
 
下
水
道
事
業
に
係
る
使
用
料
回
収
率
の
算
出
方
法

 
　
　
 
・
使
用
料
回
収
率
（
％
）
＝
使
用
料
収
入
※
／
汚
水
処
理
費
※
×
１
０
０

※
　
各
年
度
の
「
使
用
料
収
入
」
及
び
「
汚
水
処
理
費
」
に
つ
い
て
は
、
「
地
方
公
営
企
業
決
算
状
況
調
査
」
で
報
告
さ
れ
た
（
又
は
報
告
す
べ
き
）
数
値
に
よ
り
算
出
し
た
、
特
別
会
計
単
位
の
率
を
記
入
す
る
こ
と
。
当
該
率
は

　
「
Ⅴ
　
繰
上
償
還
に
伴
う
経
営
改
革
促
進
効
果
」
の
「
２
　
年
度
別
目
標
等
」
の
「
(
4
)
　
下
水
道
事
業
」
に
記
入
さ
れ
る
「
使
用
料
回
収
率
」
と
一
致
す
る
も
の
で
あ
る
の
で
、
留
意
す
る
こ
と
。
　

　
３
　
上
記
指
標
の
う
ち
「
資
本
費
」
は
、
要
綱
別
表
２
に
基
づ
い
て
算
出
す
る
こ
と
。

　
４
　
上
記
指
標
の
う
ち
（
再
掲
）
と
記
し
て
あ
る
も
の
は
、
「
（
１
）
収
益
的
収
支
、
資
本
的
収
支
」
に
お
い
て
記
入
し
た
も
の
の
再
掲
の
意
で
あ
り
、
当
該
表
中
か
ら
各
年
度
に
係
る
数
値
を
転
記
す
る
こ
と
。

平
成

2
2
年

度
（
計

画
初

年
度

）
平

成
2
3
年

度
平

成
2
4
年

度

繰 入 金 比 率

収
益

的
収

入
分

資
本

的
収

入
分

平
成

2
5
年

度
平

成
2
6
年

度
（
計

画
第

２
年

度
）

（
計

画
第

３
年

度
）

（
計

画
第

４
年

度
）

（
計

画
第

５
年

度
）



（
４
）
収
支
見
通
し
策
定
の
前
提
条
件

　
注
１
　
収
支
見
通
し
を
策
定
す
る
に
当
た
っ
て
、
前
提
と
し
て
用
い
た
各
種
仮
定
（
前
提
条
件
）
に
つ
い
て
、
各
区
分
に
従
い
、
そ
れ
ぞ
れ
そ
の
具
体
的
な
考
え
方
を
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
　
①
　
料
金
設
定
の
考
え
方
、
料
金
収
入
の
見
込
み

　
　
　
　
　
現
在
の
料
金
設
定
の
考
え
方
（
設
定
方
法
等
）
や
、
料
金
水
準
に
対
す
る
考
え
方
（
類
似
団
体
等
と
の
比
較
）
、
今
後
の
料
金
収
入
の
見
込
み
と
そ
の
根
拠
（
有
収
水
量
や
利
用
者
数
の
推
移
等
）
等
に
つ
い
て
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
　
②
　
他
会
計
繰
入
金
の
見
込
み

　
　
　
　
　
他
会
計
か
ら
の
負
担
金
、
補
助
金
、
出
資
等
の
対
象
、
規
模
、
推
移
等
に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
に
条
件
設
定
し
た
の
か
分
か
る
よ
う
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
　
③
　
大
規
模
投
資
の
有
無
、
資
産
売
却
等
に
よ
る
収
入
の
見
込
み

　
　
　
　
　
大
規
模
な
建
設
改
良
事
業
の
実
施
予
定
の
有
無
、
事
業
費
規
模
や
実
施
時
期
及
び
そ
の
際
の
財
源
等
、
ま
た
、
資
産
の
売
却
時
期
や
額
等
に
つ
い
て
、
内
容
が
わ
か
る
よ
う
に
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
　
④
　
そ
の
他
収
支
見
通
し
策
定
に
当
た
っ
て
前
提
と
し
た
も
の

　
　
　
　
　
収
支
見
通
し
策
定
に
当
た
っ
て
設
定
し
た
料
金
設
定
、
他
会
計
繰
入
金
、
大
規
模
投
資
・
資
産
売
却
以
外
の
前
提
条
件
を
設
定
し
て
い
る
場
合
に
は
、
そ
の
内
容
を
具
体
的
に
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
２
　
病
院
事
業
に
あ
っ
て
は
、
「
料
金
設
定
の
考
え
方
」
に
つ
い
て
は
記
入
不
要
で
あ
る
こ
と
（
「
料
金
収
入
の
見
込
み
」
に
つ
い
て
は
要
記
入
の
こ
と
）
。

　
　
３
　
必
要
に
応
じ
て
行
を
追
加
し
て
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
４
　
赤
字
は
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
計
画
に
お
い
て
追
加
記
入
し
た
部
分
。

　
当

初
、

給
水

収
益

に
つ

い
て

は
、

過
去

5
年

間
の

減
少

率
の

平
均

値
（
上

水
道

△
2
.1

4
％

、
簡

易
水

道
△

1
.8

4
％

）
を

も
っ

て
今

後
も

推
移

す
る

も
の

と
見

込
み

、
ま

た
、

上
水

道
と

異
な

る
料

金
設

定
が

な
さ

れ
て

い
る

石
坂

川
簡

易
水

道
料

金
を

2
5
年

度
か

ら
上

水
道

と
統

一
と

す
る

も
の

と
し

て
算

定
し

て
い

ま
し

た
。

　
し

か
し

な
が

ら
、

予
定

よ
り

早
い

平
成

2
3
年

1
0
月

に
、

統
合

対
象

の
6
つ

の
簡

易
水

道
事

業
を

水
道

事
業

に
経

営
統

合
し

、
経

営
統

合
と

併
せ

て
石

坂
川

簡
易

水
道

を
含

む
全

て
の

簡
易

水
道

料
金

を
上

水
道

料
金

に
統

一
し

た
た

め
、

平
成

2
4
年

度
以

降
の

給
水

収
益

見
込

値
を

統
一

料
金

で
算

定
し

た
も

の
に

修
正

し
て

い
ま

す
。

　
収

益
的

収
入

に
つ

い
て

は
、

消
火

栓
維

持
管

理
費

負
担

金
(営

業
収

益
）
、

児
童

手
当

・
子

ど
も

手
当

繰
入

金
（
営

業
外

収
益

）
に

加
え

、
簡

易
水

道
の

統
合

に
要

す
る

経
費

（
営

業
外

収
益

）
を

新
た

に
繰

り
入

れ
、

資
本

的
収

入
に

お
い

て
は

、
基

本
的

に
は

地
方

公
営

企
業

法
第

1
7
条

の
2
第

１
項

第
１

号
の

経
費

（
消

火
栓

設
置

費
負

担
金

）
を

従
来

ど
お

り
繰

り
入

れ
て

い
く
見

込
み

で
す

。
　

な
お

、
簡

易
水

道
統

合
に

伴
い

譲
り

受
け

た
老

朽
施

設
に

係
る

修
繕

費
所

要
額

と
し

て
、

簡
易

水
道

統
合

整
備

事
業

が
完

了
す

る
ま

で
の

間
、

年
間

2
5
0
万

円
を

一
般

会
計

か
ら

繰
り

入
れ

る
予

定
で

す
。

　
簡

易
水

道
統

合
事

業
を

平
成

2
4
年

度
か

ら
2
8
年

度
ま

で
の

5
年

間
で

実
施

す
る

予
定

で
す

。
　

本
市

の
統

合
計

画
は

、
民

営
簡

易
水

道
・
周

辺
未

普
及

地
域

の
統

合
を

含
む

こ
と

等
か

ら
、

統
合

完
了

後
に

は
年

額
1
,2

0
0
万

円
程

度
の

収
益

増
が

見
込

ま
れ

ま
す

が
、

年
々

、
著

し
い

収
益

減
が

続
く
中

、
事

業
に

与
え

る
収

益
増

と
し

て
の

影
響

は
微

少
で

あ
り

、
む

し
ろ

、
統

合
に

伴
う

投
下

資
本

の
回

収
と

維
持

管
理

費
の

増
加

額
を

当
該

収
益

増
で

賄
う

の
は

困
難

で
あ

る
と

予
想

さ
れ

ま
す

。
　

な
お

、
予

定
よ

り
早

い
平

成
2
3
年

1
0
月

に
、

統
合

対
象

の
全

民
営

簡
易

水
道

事
業

の
全

部
を

譲
り

受
け

、
経

営
統

合
し

ま
し

た
。

　
職

員
給

与
費

に
つ

い
て

は
、

毎
年

1
.8

％
の

自
然

増
が

あ
る

も
の

と
見

込
ん

で
算

定
し

ま
し

た
。

な
お

、
法

定
福

利
費

は
、

基
礎

年
金

拠
出

金
、

追
加

費
用

等
に

つ
い

て
今

後
大

幅
な

増
加

が
見

込
ま

れ
る

も
の

の
、

本
計

画
策

定
時

点
に

お
い

て
未

だ
将

来
の

負
担

金
率

が
示

さ
れ

て
い

な
い

た
め

、
平

成
2
2
年

9
月

現
在

の
率

に
よ

っ
て

算
定

し
ま

し
た

。
　

本
事

業
は

、
本

延
長

計
画

の
期

間
内

に
簡

易
水

道
事

業
統

合
計

画
を

実
施

す
る

予
定

で
あ

り
、

平
成

2
2
年

度
に

は
基

本
設

計
を

、
2
3
年

度
に

は
変

更
認

可
申

請
を

実
施

し
ま

し
た

。
今

後
は

、
2
4
年

度
か

ら
2
8
年

度
ま

で
の

5
年

間
で

建
設

改
良

事
業

を
実

施
す

る
予

定
で

す
。

そ
の

た
め

、
本

延
長

計
画

に
お

い
て

は
、

年
度

に
よ

っ
て

は
、

当
初

計
画

を
上

回
る

経
費

を
計

上
せ

ざ
る

を
得

な
い

状
況

と
な

っ
て

い
ま

す
。

１
　
料
金
設
定
の
考
え
方
、
料
金
収
入
の
見
込
み

２
　
他
会
計
繰
入
金
の
見
込
み

３
　
大
規
模
投
資
の
有
無
、
資
産
売
却
等
に
よ
る

　
収
入
の
見
込
み

４
　
そ
の
他
収
支
見
通
し
策
定
に
当
た
っ
て
前
提

　
と
し
た
も
の

条
件
項
目

収
支
見
通
し
策
定
に
当
た
っ
て
の
考
え
方
（
前
提
条
件
）



Ⅳ
　
経
営
健
全
化
に
関
す
る
施
策

Ⅱ
の

課
題

番
号

①

項
　
　
　
　
目

１
　
経
常
経
費
の
見
直
し

○
　
定
員
管
理

具
　
体
　
的
　
内
　
容

　
本

市
で

は
、

長
く
2
9
名

か
ら

3
0
名

の
職

員
数

で
事

業
を

運
営

し
て

き
ま

し
た

が
、

受
託

工
事

の
廃

止
、

検
針

業
務

委
託

の
開

始
、

電
算

化
に

よ
る

業
務

能
率

の
向

上
、

効
率

的
な

組
織

・
機

構
改

革
等

、
様

々
な

業
務

改
革

を
実

施
す

る
こ

と
に

よ
り

、
職

員
数

を
順

次
削

減
し

て
ま

い
り

ま
し

た
。

　
本

健
全

化
計

画
（
当

初
計

画
）
に

お
い

て
は

、
目

標
値

を
1
5
名

と
し

て
お

り
ま

し
た

が
、

平
成

2
1
年

度
に

1
名

を
削

減
し

、
1
4
名

と
し

て
お

り
ま

す
。

　
延

長
計

画
に

お
い

て
、

さ
ら

に
1
名

を
削

減
し

、
目

標
値

を
1
3
名

(損
益

勘
定

職
員

1
2
名

、
資

本
勘

定
職

員
1
名

）
と

し
ま

す
。

  
な

お
、

平
成

2
2
年

度
に

1
名

削
減

し
て

目
標

値
を

達
成

。
平

成
2
3
年

度
に

は
さ

ら
に

1
名

を
削

減
し

、
1
2
名

体
制

(損
益

勘
定

職
員

1
1
名

、
資

本
勘

定
職

員
1
名

）
と

し
て

い
ま

す
。

　
[職

員
数

の
推

移
]

　
H

6
 2

9
名

、
H

7
 2

7
名

(△
2
名

）
、

H
9
 2

4
名

(△
3
名

）
、

H
1
0
 2

1
名

(△
3
名

）
、

H
1
1
 1

9名
(△

2
名

）
、

H
1
2
 1

8
名

(△
1
名

）
、

H
1
4
 1

6
名

(△
2
名

）
、

H
1
9

1
5
名

(△
1
名

）
、

H
2
1
 1

4
名

(△
1
名

）
、

H
2
2
 1

3
名

(7
/
1
～

 △
1
名

）
、

H
2
3
・
2
4
 1

2
名

(△
1
名

）

　
一

般
会

計
(国

）
に

準
じ

て
給

与
改

定
・
制

度
改

正
等

を
行

っ
て

お
り

、
水

道
事

業
独

自
の

給
与

体
系

は
有

し
て

お
り

ま
せ

ん
。

他
事

業
と

比
較

し
て

も
、

決
し

て
高

く
な

い
水

準
に

あ
り

ま
す

（
平

成
2
0
年

度
　

本
市

：
1
人

1
月

当
た

り
職

員
給

与
 5

0
8
,8

2
2
千

円
、

基
本

給
3
4
8
,3

7
2
千

円
（
平

均
年

齢
4
5

歳
、

平
均

勤
続

年
数

2
5
年

）
に

対
し

、
同

規
模

団
体

平
均

：
1
人

1
月

当
た

り
職

員
給

与
5
1
7
,0

7
7
千

円
、

基
本

給
3
4
6
,1

6
5
千

円
（
平

均
年

齢
4
5
歳

、
平

均
勤

続
年

数
2
1
年

）
。

　
ま

た
、

地
域

手
当

に
つ

い
て

も
、

一
般

会
計

(国
）
に

準
じ

て
お

り
、

本
事

業
に

お
い

て
は

、
地

域
手

当
の

支
給

は
あ

り
ま

せ
ん

。

　
[特

殊
勤

務
手

当
の

内
容

、
必

要
性

、
検

討
状

況
等

]
　

特
精

勤
、

奨
励

給
的

性
格

の
一

律
支

給
手

当
で

あ
っ

た
業

務
手

当
（
給

料
の

5
％

の
額

）
を

平
成

1
3
年

1
2
月

か
ら

3
％

に
削

減
、

平
成

1
7
年

4
月

に
完

全
廃

止
し

、
併

せ
て

勤
務

の
特

殊
性

及
び

勤
務

実
態

に
応

じ
た

従
事

給
（
日

額
給

）
へ

の
再

編
整

備
を

行
い

ま
し

た
。

さ
ら

に
平

成
1
9
年

4
月

に
、

勤
務

の
特

殊
性

に
問

題
を

認
め

た
現

金
取

扱
手

当
及

び
施

設
勤

務
手

当
を

廃
止

し
、

そ
の

他
の

手
当

に
つ

い
て

も
支

給
対

象
業

務
、

額
の

妥
当

性
等

に
つ

い
て

抜
本

的
な

見
直

し
を

行
い

、
さ

ら
に

、
平

成
2
1
年

1
月

に
再

度
、

支
給

要
件

及
び

支
給

額
を

見
直

し
ま

し
た

。
検

討
に

あ
た

っ
て

は
、

国
及

び
他

事
業

体
に

お
け

る
取

組
や

支
給

状
況

を
把

握
し

て
比

較
検

討
す

る
と

と
も

に
、

著
し

く
危

険
、

不
快

、
不

健
康

又
は

困
難

な
業

務
で

あ
り

、
給

与
上

特
別

の
考

慮
を

必
要

と
し

、
か

つ
そ

の
特

殊
性

を
給

料
で

考
慮

す
る

こ
と

が
適

当
で

な
い

と
認

め
ら

れ
る

か
ど

う
か

を
基

準
と

し
、

勤
務

実
績

に
基

づ
く
適

正
な

制
度

と
な

る
よ

う
取

り
組

み
ま

し
た

。
　

現
行

の
特

殊
勤

務
手

当
は

次
の

と
お

り
で

す
。

①
　

未
収

金
対

策
手

当
…

料
金

等
未

収
金

対
策

の
た

め
、

局
外

に
お

け
る

滞
納

債
権

の
徴

収
及

び
納

入
指

導
に

直
接

従
事

し
た

職
員

対
し

、
1
件

に
つ

き
1
0
0
円

支
給

。
（
必

要
性

：
専

門
的

か
つ

相
当

高
度

な
知

識
を

必
要

と
す

る
特

殊
な

業
務

で
あ

る
た

め
。

平
成

2
1
年

1
月

に
給

料
と

の
重

複
支

給
の

観
点

か
ら

、
局

内
に

お
け

る
納

付
指

導
等

の
業

務
を

手
当

の
対

象
か

ら
除

外
。

）
②

　
停

水
処

分
手

当
…

水
俣

市
水

道
条

例
第

3
4
条

の
規

定
に

よ
る

給
水

停
止

又
は

解
除

に
直

接
従

事
し

た
職

員
に

対
し

、
停

止
1
件

に
つ

き
1
0
0

円
、

解
除

1
件

に
つ

き
5
0
円

支
給

。
（
必

要
性

：
精

神
的

に
相

当
の

負
担

を
伴

う
特

殊
な

業
務

で
あ

り
、

場
合

に
よ

っ
て

は
危

険
を

伴
う

た
め

。
平

成
2
1

年
1
月

に
額

を
半

額
に

改
正

。
）

③
　

危
険

手
当

…
高

圧
受

電
設

備
等

の
保

守
管

理
作

業
及

び
滅

菌
用

薬
品

等
の

危
険

物
を

使
用

す
る

業
務

、
高

所
・
悪

所
等

の
危

険
箇

所
、

夜
間

等
に

お
け

る
現

場
で

の
業

務
、

交
通

を
遮

断
し

な
い

状
況

下
で

の
道

路
上

の
作

業
、

水
道

施
設

の
弁

操
作

や
酸

素
欠

乏
の

恐
れ

の
あ

る
場

所
で

の
作

業
に

従
事

し
た

職
員

に
つ

い
て

、
1
日

に
つ

き
3
0
0
円

支
給

。
（
必

要
性

：
業

務
内

容
、

環
境

等
に

よ
り

著
し

く
危

険
で

あ
る

た
め

。
）

○
　
給
与
の
あ
り
方

④
　

災
害

等
応

急
作

業
手

当
…

風
雨

に
関

す
る

警
報

発
令

下
に

お
け

る
水

道
施

設
又

は
現

場
で

の
巡

回
監

視
又

は
応

急
作

業
等

、
勤

務
時

間
外

に
お

け
る

突
発

的
に

発
生

し
た

水
道

施
設

及
び

給
水

装
置

の
緊

急
補

修
又

は
施

設
及

び
水

質
の

維
持

管
理

業
務

に
従

事
し

た
職

員
に

対
し

、
1
日

に
つ

き
6
0
0
円

支
給

。
（
必

要
性

：
著

し
く
危

険
を

伴
い

、
緊

急
即

応
性

が
要

求
さ

れ
る

等
相

当
困

難
な

業
務

で
あ

る
た

め
）

⑤
　

水
道

技
術

管
理

者
手

当
…

水
道

法
第

1
9
条

の
規

定
に

基
づ

き
水

道
技

術
管

理
者

に
任

命
さ

れ
、

同
条

第
2
項

に
掲

げ
る

業
務

に
従

事
し

た
職

員
に

対
し

、
1
月

に
つ

き
3
,0

0
0
円

支
給

。
（
必

要
性

：
水

道
技

術
管

理
者

は
重

責
を

担
い

、
相

当
高

度
で

困
難

な
業

務
に

携
わ

る
た

め
）

⑥
　

非
常

時
等

待
機

手
当

…
休

日
及

び
時

間
外

に
お

け
る

施
設

及
び

水
質

の
異

常
発

生
等

に
対

応
す

る
た

め
、

非
常

通
報

装
置

の
携

帯
及

び
待

機
を

命
じ

ら
れ

た
職

員
に

対
し

、
平

日
1
日

に
つ

き
2
0
0
円

、
市

の
休

日
1
日

に
つ

き
3
0
0
円

支
給

。
（
必

要
性

：
長

期
間

に
わ

た
る

私
生

活
の

制
約

等
著

し
く

特
殊

で
あ

る
た

め
）

⑦
　

用
地

交
渉

従
事

手
当

…
公

共
事

業
の

施
行

に
伴

う
用

地
の

取
得

又
は

物
権

移
転

に
係

る
補

償
等

の
業

務
に

従
事

し
た

職
員

に
対

し
、

1
日

に
つ

き
4
0
0
円

支
給

。
（
必

要
性

：
相

当
高

度
で

専
門

的
な

知
識

を
要

す
る

特
殊

な
業

務
で

あ
る

た
め

）

◇
　
給
与
構
造
の
見
直
し
、
地
域
手

　
当
等
の
あ
り
方



②

　
現

在
予

定
し

て
お

り
ま

せ
ん

。

　
本

市
で

は
、

検
針

、
受

託
工

事
等

を
直

営
で

行
っ

て
お

ら
ず

、
単

純
労

務
作

業
の

み
に

従
事

す
る

技
能

労
務

職
員

に
相

当
す

る
職

種
は

あ
り

ま
せ

ん
。

担
当

業
務

の
一

部
に

技
能

労
務

職
に

相
当

す
る

職
務

内
容

を
有

す
る

者
は

あ
り

ま
す

が
、

専
ら

当
該

業
務

に
従

事
し

て
い

る
わ

け
で

は
な

く
、

主
と

し
て

一
般

行
政

職
の

職
に

相
当

す
る

職
務

内
容

を
有

す
る

も
の

が
当

該
技

能
労

務
職

相
当

の
職

務
内

容
を

兼
ね

て
遂

行
し

て
い

る
た

め
、

全
て

一
般

行
政

職
に

区
分

し
て

お
り

ま
す

。

　
本

市
の

職
員

は
熊

本
県

市
町

村
職

員
共

済
組

合
に

加
入

し
て

お
り

、
適

正
な

事
業

主
負

担
額

を
負

担
し

て
お

り
ま

す
。

　
な

お
、

厚
生

福
利

費
の

支
出

は
、

職
員

健
康

診
断

、
人

間
ド

ッ
ク

一
部

負
担

等
に

限
っ

て
お

り
、

水
道

事
業

が
独

自
で

主
催

実
施

す
る

福
利

厚
生

事
業

は
あ

り
ま

せ
ん

。

　
こ

れ
ま

で
実

施
し

た
主

な
削

減
策

①
公

用
車

の
削

減
及

び
全

公
用

車
の

軽
自

動
車

へ
の

計
画

的
変

更
　

②
電

力
契

約
見

直
し

等
に

よ
る

動
力

費
等

の
施

設
維

持
管

理
費

の
削

減
③

委
託

業
務

形
態

の
見

直
し

（
検

針
業

務
委

託
を

法
人

委
託

か
ら

個
人

委
託

に
変

更
。

集
金

委
託

を
廃

止
し

、
給

水
サ

ー
ビ

ス
担

当
部

門
の

分
掌

事
務

に
）
④

入
札

事
務

の
管

理
課

（
市

長
部

局
）
へ

の
統

合
及

び
委

託
業

務
、

物
品

購
入

契
約

事
務

の
適

正
化

（
随

意
契

約
か

ら
競

争
契

約
へ

の
見

直
し

）
⑤

修
繕

引
当

金
の

活
用

に
よ

る
修

繕
費

の
年

度
間

平
準

化
の

達
成

　
延

長
計

画
に

お
い

て
は

、
委

託
業

務
見

直
し

に
よ

る
さ

ら
な

る
経

費
削

減
を

目
指

し
ま

す
。

　
具

体
的

に
は

、
こ

れ
ま

で
施

設
（
水

源
地

及
び

配
水

地
等

）
の

除
草

・
剪

定
業

務
の

一
部

を
業

者
に

委
託

し
て

い
ま

し
た

が
、

平
成

2
3
年

度
は

職
員

が
全

て
の

施
設

の
除

草
・
剪

定
業

務
を

行
う

こ
と

に
よ

り
、

2
0
0
万

円
の

経
費

削
減

を
実

現
し

ま
す

。
そ

の
後

の
年

度
に

お
い

て
は

、
継

続
的

な
実

現
可

能
性

、
職

員
に

掛
か

る
負

荷
の

度
合

等
を

再
検

討
し

た
う

え
で

、
委

託
実

施
回

数
を

調
整

す
る

な
ど

し
て

経
費

の
削

減
を

目
指

し
ま

す
。

○
　
指
定
管
理
者
制
度
の
活
用
等
民
間
委

　
託
の
推
進
や
Ｐ
Ｆ
Ｉ
の
活
用

◇
　
福
利
厚
生
事
業
の
あ
り
方

○
　
維
持
管
理
費
等
の
縮
減
そ
の
他
経
営

　
効
率
化
に
向
け
た
取
組

　
一

般
会

計
(国

）
に

準
じ

た
制

度
を

と
っ

て
お

り
、

退
職

時
特

昇
は

行
っ

て
お

り
ま

せ
ん

。

◇
　
技
能
労
務
職
員
に
相
当
す
る
職

　
種
に
従
事
す
る
職
員
等
の
給
与
の

　
あ
り
方

◇
　
退
職
時
特
昇
等
退
職
手
当
の
あ

　
り
方



Ⅳ
　
経
営
健
全
化
に
関
す
る
施
策
（
つ
づ
き
）

Ⅱ
の

課
題

番
号

③ ④ ⑤

　
注
１
　
上
記
区
分
に
応
じ
、
「
Ⅱ
 
財
務
状
況
の
分
析
」
の
「
経
営
課
題
」
に
掲
げ
た
各
課
題
に
対
応
す
る
施
策
を
具
体
的
に
記
入
す
る
こ
と
。
そ
の
際
、
ど
の
課
題
に
対
応
す
る
施
策
か
が
明
ら
か
と
な
る
よ
う
、
Ⅱ
に
付
し

　
　
　
た
課
題
番
号
を
「
Ⅱ
の
課
題
番
号
」
欄
に
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
２
　
今
後
行
う
経
営
改
革
の
取
組
の
内
容
に
つ
い
て
記
載
す
る
こ
と
。
な
お
、
平
成
1
9
年
度
か
ら
平
成
2
1
年
度
ま
で
の
間
に
公
的
資
金
補
償
金
免
除
繰
上
償
還
措
置
の
承
認
を
受
け
て
い
る
公
営
企
業
に
つ
い
て
は
、
更
な

　
　
　
る
経
営
改
革
の
取
組
の
内
容
が
分
か
る
よ
う
に
記
載
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
新
規
に
計
画
を
策
定
す
る
公
営
企
業
に
つ
い
て
は
、
計
画
前
５
年
間
に
取
り
組
ん
で
き
た
経
営
改
革
に
関
す
る
施
策
に
つ
い
て
も
記
入
す
る

　
　
　
こ
と
。

　
　
３
　
本
表
各
項
目
に
記
入
し
た
各
種
施
策
の
う
ち
、
当
該
取
組
の
効
果
と
し
て
改
善
効
果
額
の
算
出
が
可
能
な
項
目
に
つ
い
て
は
、
「
Ⅴ
 
繰
上
償
還
に
伴
う
経
営
改
革
効
果
」
の
「
年
度
別
目
標
」
に
そ
の
改
善
効
果
額
を

　
　
　
記
入
す
る
こ
と
。
な
お
、
当
該
改
善
効
果
額
が
計
画
前
年
度
と
の
比
較
に
よ
り
算
出
で
き
な
い
項
目
（
資
産
売
却
収
入
・
工
事
コ
ス
ト
縮
減
等
）
に
つ
い
て
は
、
当
該
改
善
効
果
額
の
算
出
方
法
も
併
せ
て
各
欄
に
記
入

　
　
　
す
る
こ
と
。

　
　
４
　
繰
越
欠
損
金
や
不
良
債
務
、
資
金
不
足
額
等
が
な
い
場
合
等
、
事
業
の
経
営
状
態
が
良
好
な
場
合
又
は
必
ず
し
も
悪
い
と
は
い
え
な
い
状
態
の
場
合
で
あ
っ
て
も
、
事
業
経
営
を
良
好
な
状
態
に
維
持
す
る
た
め
又
は

　
　
　
更
な
る
経
営
効
率
化
の
た
め
に
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
費
用
削
減
施
策
・
収
入
確
保
施
策
等
が
あ
れ
ば
、
当
該
施
策
を
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
５
　
必
要
に
応
じ
て
行
を
追
加
し
て
記
入
す
る
こ
と
。

  
平

成
2
3
年

1
0
月

に
、

統
合

対
象

の
民

営
簡

易
水

道
事

業
を

譲
り

受
け

、
簡

易
水

道
料

金
を

上
水

道
料

金
に

統
一

し
、

平
成

2
4
年

3
月

に
全

簡
易

水
道

事
業

を
廃

止
し

て
、

上
水

道
事

業
に

経
営

統
合

し
ま

し
た

。
統

合
及

び
料

金
統

一
に

伴
い

、
年

間
1
,3

0
0
万

円
の

収
益

増
を

見
込

ん
で

い
ま

す
。

２
　
コ
ス
ト
等
に
見
合
っ
た
適
正
な
料
金
水
準

　
へ
の
引
上
げ
、
売
却
可
能
資
産
の
処
分
等
に

　
よ
る
歳
入
の
確
保

具
　
体
　
的
　
内
　
容

項
　
　
　
　
目

○
　
料
金
水
準
が
著
し
く
低
い
団
体
に
あ

　
っ
て
は
、
コ
ス
ト
等
に
見
合
っ
た
適
正

　
な
料
金
水
準
へ
の
引
き
上
げ
に
向
け
た

　
取
組

４
　
そ
の
他

○
　
経
営
健
全
化
や
財
務
状
況
に
関
す
る

　
情
報
公
開

３
　
経
営
健
全
化
や
財
務
状
況
に
関
す
る
情
報

　
公
開
の
推
進
と
行
政
評
価
の
導
入

○
　
行
政
評
価
の
導
入

課
題

課
題

課
題

課
題

④ ④④④
対

応
対

応
対

応
対

応
　

未
収

金
対

策
未

収
金

対
策

未
収

金
対

策
未

収
金

対
策

の ののの
強

化
強

化
強

化
強

化
　

未
収

金
対

策
の

強
化

策
と

し
て

は
、

お
客

様
が

ご
利

用
し

や
す

い
収

納
体

制
を

構
築

す
る

と
と

も
に

、
回

収
不

能
債

権
の

発
生

を
抑

え
、

未
収

金
回

転
率

を
向

上
さ

せ
る

施
策

を
講

じ
る

必
要

が
あ

り
ま

す
。

　
水

俣
市

で
は

、
郵

便
局

で
の

窓
口

収
納

及
び

コ
ン

ビ
ニ

収
納

を
開

始
し

て
利

便
性

を
高

め
る

と
と

も
に

、
停

水
処

分
等

の
債

権
保

全
手

段
を

厳
格

に
実

施
す

る
と

い
う

こ
と

を
進

め
て

き
ま

し
た

。
今

後
も

、
お

客
様

の
生

活
状

況
を

正
確

に
見

極
め

た
う

え
で

の
納

入
指

導
及

び
停

水
処

分
等

債
権

保
全

手
段

の
執

行
等

を
さ

ら
に

厳
格

に
実

施
し

て
い

く
予

定
で

す
。

課
題

課
題

課
題

課
題

⑤ ⑤⑤⑤
対

応
対

応
対

応
対

応
　

一
般

会
計

一
般

会
計

一
般

会
計

一
般

会
計

か
ら

の
か

ら
の

か
ら

の
か

ら
の

基
準

内
繰

入
金

基
準

内
繰

入
金

基
準

内
繰

入
金

基
準

内
繰

入
金

の ののの
受

入
受

入
受

入
受

入
れ れれれ

　
本

事
業

で
は

、
地

方
公

営
企

業
法

第
1
7
条

の
2
第

1
項

第
1
号

に
規

定
す

る
経

費
（
消

火
栓

設
置

費
及

び
維

持
管

理
費

用
）
を

除
い

て
、

繰
出

基
準

額
を

計
上

し
て

も
、

一
般

会
計

か
ら

の
繰

入
金

を
収

受
し

て
き

ま
せ

ん
で

し
た

が
、

財
政

当
局

と
協

議
を

行
い

、
平

成
1
8
年

度
か

ら
児

童
手

当
繰

入
金

の
受

入
れ

を
開

始
し

ま
し

た
。

　
法

1
8
条

に
規

定
す

る
出

資
に

係
る

経
費

（
耐

震
化

・
事

業
拡

張
等

に
係

る
建

設
改

良
費

）
に

つ
い

て
は

、
現

在
の

と
こ

ろ
受

け
入

れ
て

お
り

ま
せ

ん
が

、
本

市
の

資
本

費
水

準
、

一
般

会
計

の
財

政
状

態
等

を
総

合
的

に
考

慮
し

、
そ

の
必

要
性

・
妥

当
性

に
つ

い
て

十
分

検
討

す
る

必
要

が
あ

る
と

考
え

ま
す

。
　

な
お

、
基

準
外

繰
入

金
は

収
受

し
て

お
り

ま
せ

ん
。

　
該

当
あ

り
ま

せ
ん

。

　
現

在
、

中
長

期
財

政
計

画
の

進
捗

状
況

及
び

予
算

・
決

算
情

報
に

つ
い

て
は

、
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
上

で
公

開
し

て
い

ま
す

。
　

行
政

評
価

に
つ

い
て

は
、

中
長

期
計

画
の

達
成

状
況

に
つ

い
て

、
自

己
評

価
に

よ
る

政
策

評
価

を
実

施
し

て
い

ま
す

。
　

本
経

営
健

全
化

計
画

に
つ

い
て

も
、

計
画

承
認

後
、

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

上
で

公
表

し
ま

す
。

　
公

開
可

能
な

財
務

情
報

等
（
「
み

な
ま

た
・
水

・
品

質
向

上
計

画
（
水

俣
市

水
道

事
業

経
営

基
本

方
針

及
び

中
長

期
計

画
）
」
、

公
的

資
金

補
償

金
免

除
繰

上
償

還
に

係
る

公
営

企
業

経
営

健
全

化
計

画
、

予
算

書
、

決
算

書
）
は

、
全

て
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
上

で
公

開
し

て
い

ま
す

。

　
第

1
次

中
長

期
計

画
に

お
い

て
、

計
画

期
間

終
了

時
に

全
期

間
（
平

成
1
4
～

1
8
年

度
）
に

係
る

、
自

己
評

価
に

よ
る

政
策

評
価

を
実

施
し

ま
し

た
。

第
2
次

中
長

期
計

画
に

お
い

て
も

、
同

様
の

行
政

評
価

を
実

施
す

る
予

定
で

す
。

　



Ⅴ
　
繰
上
償
還
に
伴
う
経
営
改
革
促
進
効
果

１
　
主
な
課
題
と
取
組
み
及
び
目
標

　
注
１
　
上
記
各
項
目
に
は
、
Ⅱ
で
採
り
上
げ
た
経
営
課
題
に
対
応
す
る
取
組
と
し
て
Ⅳ
に
掲
げ
た
経
営
健
全
化
に
関
す
る
施
策
の
う
ち
、
そ
れ
ぞ
れ
各
項
目
に
該
当
す
る
も
の
に
つ
い
て
、
そ
の
対
応
関
係
が
分
か
る
よ
う
に
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
　
　
な
お
、
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
（
平
成
1
9
年
法
律
第
9
4
号
）
（
以
下
、
「
財
政
健
全
化
法
」

と
い
う
。
）
に
規
定
す
る
「
財
政
健
全
化
計
画
」
、
「
財
政
再
生
計
画
」
又
は
「
経
営
健
全
化
計
画
」
を
定
め
て
い
る
こ
と
か
ら
、
地

方
財
政
法
施
行
令
附
則
第
６
条
第
３
項
の
規
定
に

　
　
　
よ
り
、
こ
れ
ら
の
計
画
を
「
公
営
企
業
経
営
健
全
化
計
画
」
と
み
な
す
場
合
に
は
、
各
計
画
に
お
け
る
施
策
の
う
ち
、
そ
れ
ぞ
れ
の
各
項
目
に
該
当
す
る
も
の
に
つ
い
て
、
そ
の
対
応
関
係
が
分
か
る
よ
う
に
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
２
　
各
項
目
へ
の
記
入
に
当
た
っ
て
は
、
Ⅳ
に
掲
げ
た
施
策
又
は
健
全
化
法
に
基
づ
く
計
画
に
掲
げ
た
方
策
を
そ
の
ま
ま
転
記
せ

ず
、
ポ
イ
ン
ト
を
簡
潔
に
ま
と
め
た
形
で
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
３
　
必
要
に
応
じ
て
行
を
追
加
し
て
記
入
す
る
こ
と
。

課
題

課
題

課
題

課
題

③ ③③③
対

応
対

応
対

応
対

応
　 　　　

料
金

体
系

料
金

体
系

料
金

体
系

料
金

体
系

の ののの
検

討
検

討
検

討
検

討
　 　　　
平

成
2
5
年

度
ま

で
に

、
簡

易
水

道
料

金
の

上
水

道
料

金
へ

の
統

一
を

目
指

し
ま

す
。

し
か

し
な

が
ら

、
簡

易
水

道
給

水
収

益
は

総
額

3
百

万
円

に
満

た
な

い
た

め
、

料
金

を
改

正
し

て
も

、
事

業
の

収
益

改
善

に
資

す
る

こ
と

と
は

な
ら

ず
、

公
平

性
の

確
保

が
主

な
目

的
と

な
り

ま
す

。
 
 
－

平
成

2
3
年

1
0
月

分
水

道
料

金
か

ら
、

簡
易

水
道

料
金

を
上

水
道

料
金

に
統

一
し

ま
し

た
。

課
題

課
題

課
題

課
題

④ ④④④
対

応
対

応
対

応
対

応
　 　　　

未
収

金
対

策
未

収
金

対
策

未
収

金
対

策
未

収
金

対
策

の ののの
強

化
強

化
強

化
強

化
　

平
成

1
9
年

度
に

「
水

俣
市

水
道

事
業

給
水

停
止

事
務

取
扱

規
程

を
一

部
改

正
し

、
債

権
管

理
の

さ
ら

な
る

徹
底

と
厳

格
化

を
図

り
ま

し
た

。
停

水
処

分
等

の
債

権
保

全
策

を
適

正
に

執
行

し
、

徹
底

し
た

債
権

管
理

を
実

践
し

た
結

果
、

長
引

く
地

方
経

済
の

低
迷

等
に

伴
い

滞
納

債
権

･
自

己
破

産
事

例
が

発
生

し
て

い
る

状
況

下
、

平
成

2
2
年

8
月

末
現

在
の

前
年

度
未

収
金

(
平

成
2
1
年

度
分

)
は

6
7
千

円
ま

で
減

じ
て

お
り

、
未

収
金

対
策

を
強

化
し

得
い

て
い

る
も

の
と

判
断

し
て

い
ま

す
。

課
　
題

１
　
経
常
経
費
の
見
直
し

２
　
経
営
効
率
化
や
料
金
適
正
化
に
よ
る
繰
越
欠
損
金
の
解
消
等

３
　
一
般
会
計
等
か
ら
の
基
準
外
繰
出
し
の
解
消
等

４
　
そ
の
他

取
　
組
　
み
　
及
　
び
　
目
　
標

課
題

課
題

課
題

課
題

① ①①①
対

応
対

応
対

応
対

応
　 　　　

定
員

管
理

定
員

管
理

定
員

管
理

定
員

管
理

の ののの
合

理
化

合
理

化
合

理
化

合
理

化
・

特
殊

勤
務

手
当

の
改

正
に

よ
る

人
件

費
削

減
（

実
施

済
。

当
初

計
画

の
基

準
年

度
で

あ
る

平
成

1
9
年

度
に

実
施

し
た

た
め

、
健

全
化

計
画

に
改

善
効

果
額

と
し

て
は

計
上

し
て

い
な

い
。

な
お

、
2
1
年

に
お

い
て

実
施

し
た

追
加

の
削

減
効

果
は

、
特

殊
勤

務
手

当
の

総
額

が
少

な
い

た
め

、
改

善
効

果
額

と
し

て
計

上
で

き
な

い
。

）
・

職
員

数
の

純
減

（
当

初
計

画
に

お
い

て
、

平
成

2
1
年

度
に

1
名

を
削

減
(
1
5
名

→
1
4
名

　
削

減
率

6
.
7
％

）
、

本
延

長
計

画
に

お
い

て
、

さ
ら

に
1
名

を
削

減
し

、
1
3
名

体
制

と
す

る
予

定
。

（
対

1
9
年

度
削

減
率

1
3
.
3
％

）
　

平
成

2
2
年

度
に

1
名

削
減

し
て

目
標

値
を

達
成

。
平

成
2
3
年

度
に

は
さ

ら
に

1
名

を
削

減
し

、
1
2
名

体
制

(
損

益
勘

定
職

員
1
1
名

、
資

本
勘

定
職

員
1
名

）
と

し
ま

す
。

（
対

1
9
年

度
削

減
率

2
0
.
0
％

）

　
※

人
件

費
は

、
給

料
、

手
当

等
（

児
童

手
当

及
び

子
ど

も
手

当
を

除
く

）
及

び
法

定
福

利
費

の
合

計
額

の
対

前
年

度
差

額
を

計
上

し
ま

し
た

。
な

お
、

延
長

計
画

に
お

け
る

改
善

効
果

額
の

算
定

に
あ

た
っ

て
は

、
法

定
福

利
費

の
負

担
金

率
改

定
に

伴
う

増
額

分
を

除
外

し
ま

し
た

。
ま

た
、

2
3
年

度
以

降
の

給
料

及
び

期
末

勤
勉

手
当

に
つ

い
て

は
、

定
期

昇
給

等
を

考
慮

し
、

対
前

年
度

費
1
.
8
％

程
度

増
加

す
る

も
の

と
見

込
ん

で
算

定
し

ま
し

た
。

課
題

課
題

課
題

課
題

② ②②②
対

応
対

応
対

応
対

応
　 　　　

サ
ー

ビ
ス

サ
ー

ビ
ス

サ
ー

ビ
ス

サ
ー

ビ
ス

供
給

供
給

供
給

供
給

コ
ス

ト
コ

ス
ト

コ
ス

ト
コ

ス
ト

の ののの
節

減
合

理
化

節
減

合
理

化
節

減
合

理
化

節
減

合
理

化
・

サ
ー

ビ
ス

供
給

コ
ス

ト
の

節
減

を
目

指
し

て
、

本
延

長
計

画
に

お
い

て
、

こ
れ

ま
で

施
設

（
水

源
地

及
び

配
水

地
等

）
の

除
草

・
剪

定
業

務
の

一
部

を
業

者
に

委
託

し
て

い
ま

し
た

が
、

平
成

2
3
年

度
に

お
い

て
、

職
員

が
全

て
を

行
う

こ
と

に
よ

り
、

2
0
0
万

円
の

経
費

削
減

を
実

現
し

ま
す

。
そ

の
後

の
年

度
に

お
い

て
は

、
継

続
的

な
実

現
可

能
性

、
職

員
に

掛
か

る
負

荷
の

度
合

等
を

再
検

討
し

た
う

え
で

、
委

託
実

施
回

数
を

調
整

す
る

な
ど

し
て

経
費

の
削

減
を

目
指

し
ま

す
。

（
備

考
：

本
計

画
策

定
以

前
の

経
費

削
減

策
実

施
内

容
）

・
公

用
車

の
削

減
及

び
全

公
用

車
の

軽
自

動
車

へ
の

計
画

的
変

更
　

…
修

繕
費

（
車

検
費

用
）

、
公

課
費

（
重

量
税

）
の

削
減

・
電

力
契

約
見

直
し

及
び

コ
ン

デ
ン

サ
設

置
に

よ
る

力
率

改
善

　
…

動
力

費
の

削
減

・
委

託
契

約
（

検
針

、
集

金
）

見
直

し
　

…
委

託
料

の
削

減

課
題

課
題

課
題

課
題

⑤ ⑤⑤⑤
対

応
対

応
対

応
対

応
　 　　　

一
般

会
計

一
般

会
計

一
般

会
計

一
般

会
計

か
ら

の
か

ら
の

か
ら

の
か

ら
の

基
準

内
繰

入
金

基
準

内
繰

入
金

基
準

内
繰

入
金

基
準

内
繰

入
金

の ののの
受

入
受

入
受

入
受

入
れ れれれ

・
平

成
1
8
年

度
か

ら
、

児
童

手
当

繰
入

金
の

受
入

れ
を

開
始

し
ま

し
た

。
今

後
も

、
基

準
外

繰
出

金
の

収
受

を
ゼ

ロ
と

す
る

完
全

独
立

採
算

を
維

持
し

な
が

ら
、

繰
出

基
準

に
基

づ
く

繰
入

金
で

収
受

す
べ

き
も

の
に

つ
い

て
は

き
ち

ん
と

受
け

入
れ

て
い

く
予

定
で

す
。

　
な

お
、

法
1
8
条

に
規

定
す

る
出

資
に

係
る

経
費

に
つ

い
て

は
、

本
市

の
資

本
費

水
準

、
一

般
会

計
の

財
政

状
態

等
を

総
合

的
に

考
慮

し
、

そ
の

必
要

性
・

妥
当

性
に

つ
い

て
十

分
検

討
す

る
必

要
が

あ
る

も
の

で
あ

り
、

本
延

長
計

画
の

期
間

内
に

お
い

て
は

、
受

入
れ

の
予

定
は

あ
り

ま
せ

ん
。



Ⅴ
　

繰
上

償
還

に
伴

う
経

営
改

革
促

進
効

果
（

つ
づ

き
）

２
　

年
度

別
目

標
等

（
１

）
水

道
事

業
【

延
長

計
画

策
定

団
体

】
　

　
①

　
年

度
別

目
標

（
単
位
：
百
万
円
、
％
）

平
成
1
8
年
度

（
当
初
計
画

前
年
度
）

計
画
目
標
値

実
績

値
計
画
目
標
値

実
績

値
計
画
目
標
値

実
績

値
計
画
目
標
値

実
績

値
乖

離
値

計
画
目
標
値

実
績

値
乖

離
値

計
画
目
標
値

実
績

値
乖

離
値

計
画
目
標
値

見
込

値
乖

離
値

計
画
目
標
値

見
込

値
乖

離
値

計
画
目
標
値

見
込

値
乖

離
値

当
初
計
画
の
目
標
値
(
実
績
値
）

延
長
計
画
の
目
標
値
(
実
績
値
）

当
初
計
画
の
目
標
値
(
実
績
値
）

9
7
5

9
7
5

9
2
0

9
2
0

8
6
2

8
6
2

8
0
2

7
0
2

△
 
1
0
0

7
4
7

5
8
2

△
 
1
6
5

延
長
計
画
の
目
標
値
(
実
績
値
）

7
0
2

7
0
2

0
5
8
2

5
8
2

0
4
7
0

4
7
0

0
4
3
3

4
3
3

0
3
9
5

3
9
5

0

【
収
入
の
確
保
】

課
題
③

改
善

効
果

額
（

料
金

の
適

正
化

）

課
題
④

改
善

効
果

額

課
題
⑤

1

改
善

効
果

額
（

負
担

金
の

確
保

等
）

改
善
効
果
額
（
収
入
増
額
）

改
善
効
果
額

【
経
費
の
削
減
】

課
題
①

1
0
6

1
0
2

1
0
1

1
0
4

1
0
2

1
0
6

9
3

1
0
8

8
8

△
 
2
0

1
1
0

8
3

△
 
2
7

4
5

4
4

4
1
3

4
1
8

1
4

4
2
3

1
9

2
0

改
善
効
果
額

改
善
効
果
額

4
5

4
4

4
1
3

4
1
8

1
4

4
2
3

1
9

2
0

課
題
②

7
3

7
3

7
3

7
2

6
6

7
3

7
1

7
2

7
1

△
 
1

7
2

6
3

△
 
9

改
善
効
果
額
（
適
正
化
）

改
善
効
果
額
（
縮
減
額
）

改
善
効
果
額

【
収
入
の
確
保
】

課
題
③

 
改

善
効

果
額

（
料

金
の

適
正

化
）

課
題
④

改
善

効
果

額

課
題
⑤

改
善

効
果

額
（

負
担

金
の

確
保

等
）

改
善
効
果
額
（
収
入
増
額
）

改
善
効
果
額

【
経
費
の
削
減
】

課
題
①

1
0
2

9
2

8
8

△
 
4

9
4

8
3

△
 
1
1

9
5

8
7

△
 
8

9
7

8
5

△
 
1
2

9
8

8
6

△
 
1
2

1
0

1
4

4
1
0

1
9

9
1
0

1
5

5
1
0

1
7

7
1
0

1
6

6
5
0

8
1

3
1

改
善
効
果
額

9
2

8
8

△
 
4

9
4

8
3

△
 
1
1

9
5

8
7

△
 
8

9
7

8
5

△
 
1
2

9
8

8
6

△
 
1
2

改
善
効
果
額

1
0

1
4

4
1
0

1
9

9
1
0

1
5

5
1
0

1
7

7
1
0

1
6

6
5
0

8
1

3
1

課
題
②

2
2

2
0

0
0

0
2

0
△

 
2

2
2

0
2

2
0

0

改
善
効
果
額
（
適
正
化
）

0
0

0
2

2
0

0
2

2
0

0
0

0
0

0
2

4
2

改
善
効
果
額
（
縮
減
額
）

改
善
効
果
額

　
注
１
　
「
課
題
」
欄
に
つ
い
て
は
、
「
１
　
主
な
課
題
と
取
組
み
及
び
目
標
」
の
「
課
題
」
欄
の
番
号
を
記
入
す
る
こ
と
。

5
2

8
5

3
3

　
　
２
　
「
延
長
計
画
に
計
上
し
た
施
策
に
係
る
改
善
効
果
額
」
欄
に
は
、
「
当
初
計
画
に
計
上
し
た
施
策
に
係
る
改
善
効
果
額
」
を
含
め
な
い
こ
と
。

　
 
 
３
　
「
普
通
会
計
に
お
け
る
改
善
効
果
額
の
う
ち
水
道
事
業
会
計
に
加
算
す
る
額
　
Ｃ
」
欄
に
つ
い
て
は
、
当
該
会
計
に
お
け
る
経
営
改
革
の
改
善
効
果
額
が
当
該
会
計
に
係
る
旧
資
金
運
用
部
資
金
の

1
5

1
5

0

　
　
　
　
補
償
金
免
除
額
に
達
し
な
い
場
合
に
記
入
す
る
こ
と
（
た
だ
し
、
加
算
で
き
る
改
善
効
果
額
は
、
普
通
会
計
に
係
る
旧
資
金
運
用
部
資
金
の
補
償
金
免
除
額
を
上
回
る
場
合
に
限
る
。
）
。

6
7

1
0
0

3
3

6
4

6
4

平
成
1
9
年
度

平
成
2
0
年
度

平
成
2
1
年
度

（
当
初
計
画
第
３
年
度
）

（
当
初
計
画
第
２
年
度
）

（
当
初
計
画
初
年
度
）

区
分

当 初 計 画 に 計 上 し た 施 策 に 係 る 改 善 効 果 額

改
善
効
果
額

給
与
水
準

そ
の
他
（
職
員
数
削
減
等
）

工
事
コ
ス
ト

維
持
管
理
費
等

そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
）

そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
）

職
員
給
与
費
の
適
正
化

　
職
員
給
与
費
（
退
職
手
当
以
外
）

企
業
債
現
在

高

料
金
改
定
率

未
収
金
の
徴
収
対
策

一
般
会
計
負
担
金
の
額

資
産
の
有
効
活
用

延 長 計 画 に 計 上 し た 施 策 に 係 る 改 善 効 果 額

料
金
改
定
率

未
収
金
の
徴
収
対
策

そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
）

職
員
給
与
費
の
適
正
化

維
持
管
理
費
等
(
施
設
管
理
委
託
の
縮
減
)

工
事
コ
ス
ト

そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
）

改
善
効
果
額

一
般
会
計
負
担
金
の
額

資
産
の
有
効
活
用

　
職
員
給
与
費
（
退
職
手
当
以
外
）

給
与
水
準

そ
の
他
（
職
員
数
削
減
等
）
 
 
継

続
継

続
継

続
継

続

平
成
2
2
年
度

課
　
題

累
積
欠
損
金

比
率

目
標
又
は
実
績

平
成
2
4
年
度

（
延
長
計
画
３
年
度
）

平
成
2
3
年
度

（
当
初
計
画
第
５
年
度
）

（
延
長
計
画
２
年
度
）

当
初
計
画

合
　
　
計

（
延
長
計
画
前
年
度
）

1
7

当
初
計
画
改
善
効
果
額
　
合
計

改
善
額
合
計
(
ﾌ
ｫ
ﾛ
ｰ
ｱ
ｯ
ﾌ
ﾟ
修
正
値
)

（
参
考
）
当
初
計
画
補
償
金
免
除
額
（
旧
資
金
運
用
部
資
金
）

2
0

6
3

（
当
初
計
画
第
４
年
度
）

（
延
長
計
画
初
年
度
）

延
長
計
画
合
計

平
成
2
6
年
度

（
延
長
計
画
５
年
度
）

平
成
2
5
年
度

延
長
計
画
改
善
効
果
額
　
合
計
　
Ａ

普
通
会
計
に
お
け
る
改
善
効
果
額
の
う
ち
水
道
事
業
会
計
に
加
算
す
る
額
　
Ｃ

Ａ
＋
Ｂ
＋
Ｃ

（
延
長
計
画
４
年
度
）

＜
参
考
＞
延
長
計
画
補
償
金
免
除
額
（
旧
資
金
運
用
部
資
金
）

延
長
期
間
が
２
年
以
下
の
場
合
に
加
算
す
る
改
善
効
果
額
　
Ｂ



（
１

）
水

道
事

業
【

延
長

計
画

策
定

団
体

】
（

つ
づ

き
）

②
　

経
営

状
況

平
成
1
7
年
度

（
計
画
前
５
年
度
）

（
決
　
算
）

計
画
目
標
値

実
績

値
乖

離
値

計
画
目
標
値

実
績

値
乖

離
値

計
画
目
標
値

見
込

値
乖

離
値

計
画
目
標
値

見
込

値
乖

離
値

計
画
目
標
値

見
込

値
乖

離
値

 
給
水
人
口
　
　
　
　
　
（
千
人
）

2
5

2
3

2
3

0
2
3

2
4

1
2
2

2
3

1
2
2

2
2

0
2
2

2
2

0

 
年
間
総
有
収
水
量
　
　
（
千
㎥
）

3
,
4
0
3

3
,
0
0
6

3
,
0
3
8

3
2

2
,
9
4
1

2
,
9
9
3

5
2

2
,
8
7
7

3
,
2
2
0

3
4
3

2
,
8
5
3

3
,
1
8
7

3
3
4

2
,
7
9
2

3
,
1
4
0

3
4
8

 
公
称
施
設
能
力
　
　
（
㎥
／
日
）

2
1
,
0
6
2

2
1
,
0
6
2

2
1
,
0
6
2

0
2
1
,
0
6
2

2
1
,
8
0
8

7
4
6

2
1
,
0
6
2

2
1
,
8
0
8

7
4
6

2
1
,
0
6
2

2
1
,
8
0
8

7
4
6

2
1
,
0
6
2

2
1
,
8
0
8

7
4
6

 
１
日
最
大
配
水
量
　
（
㎥
／
日
）

1
2
,
6
4
3

1
1
,
8
0
0

1
2
,
1
7
9

3
7
9

1
1
,
8
0
0

1
1
,
4
6
5

△
 
3
3
5

1
1
,
8
0
0

1
1
,
8
0
0

0
1
1
,
8
0
0

1
1
,
8
0
0

0
1
1
,
8
0
0

1
1
,
8
0
0

0

 
最
大
稼
働
率
　
　
　
　
（
％
）

6
0
.
0

5
6
.
0

5
7
.
9

1
.
9

5
6
.
0

5
2
.
6

△
 
3
.
4

5
6
.
0

5
4
.
1

△
 
1
.
9

5
6
.
0

5
4
.
1

△
 
1
.
9

5
6
.
0

5
4
.
1

△
 
1
.
9

 
供
給
単
価
　
　
　
　
（
円
／
㎥
）

1
3
8
.
1

1
3
7
.
9

1
3
9
.
8

1
.
9

1
3
8
.
3

1
3
9
.
3

1
.
0

1
3
8
.
5

1
2
9
.
5

△
 
9
.
0

1
3
8
.
4

1
2
8
.
3

△
 
1
0
.
1

1
3
8
.
5

1
2
7
.
7

△
 
1
0
.
8

 
給
水
原
価
　
　
　
　
（
円
／
㎥
）

1
1
3
.
5

1
1
5
.
1

1
1
1
.
3

△
 
3
.
8

1
2
8
.
3

1
1
0
.
6

△
 
1
7
.
7

1
1
1
.
4

1
0
6
.
8

△
 
4
.
6

1
1
2
.
5

9
7
.
9

△
 
1
4
.
6

1
1
5
.
7

1
0
0
.
0

△
 
1
5
.
7

③
　

簡
易

水
道

事
業

の
統

合
に

係
る

基
本

方
針

　
注

　
「

統
合

計
画

の
概

要
・

実
施

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

」
又

は
少

な
く

と
も

「
検

討
体

制
・

実
施

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

、
検

討
の

方
向

性
、

結
論

を
と

り
ま

と
め

る
時

期
」

を
具

体
的

に
記

入
す

る
こ

と
。

6
3
.
3

2
1
,
0
6
2

1
1
,
5
4
1

5
4
.
8

1
1
0
.
1

5
6
.
1

1
3
9
.
3

1
0
9
.
7

1
3
8
.
2

1
3
8
.
0

1
2
4
.
4

3
,
2
1
0

2
1
,
0
6
2

1
2
,
0
5
2

5
7
.
2

1
3
8
.
6

1
1
7
.
3

3
,
3
2
2

2
1
,
0
6
2

平
成
1
9
年
度

（
計
画
前
３
年
度
）

平
成
1
8
年
度

（
決
　
算
）

（
計
画
前
々
年
度
）

（
決
　
算
）

2
5

1
1
,
8
1
3

（
計
画
前
４
年
度
）

3
,
0
7
2

2
1
,
0
6
2

（
決
　
算
）

1
3
,
3
4
2

3
,
1
0
9

平
成
2
0
年
度

2
4

2
4

平
成
2
2
年
度

（
計
画
初
年
度
）

平
成
2
1
年
度

（
計
画
前
年
度
）

（
決
　
算
）

2
4

（
計
画
第
２
年
度
）

平
成
2
4
年
度

平
成
2
5
年
度

平
成
2
6
年
度

平
成
2
3
年
度

（
計
画
第
４
年
度
）

（
計
画
第
５
年
度
）

　
平
成
2
1
年
7
月
に
「
水
俣
市
簡
易
水
道
事
業
等
統
合
計
画
」
を
策
定
し
、
「
簡
易
水
道
事
業
統
合
計
画
書
」
を
厚
生
労
働
省
に
提
出
し
ま
し
た
。

　
平
成
2
2
年
度
中
に
基
本
設
計
を
完
了
、
平
成
2
3
年
度
に
変
更
認
可
申
請
、
平
成
2
4
年
度
か
ら
平
成
2
8
年
度
ま
で
の
5
年
間
で
統
合
整
備
事
業
を
実
施
す
る
予
定
で
あ
り
、
計
画
段
階
で
の
総
事
業
費
は
、
8
億
2
千
万
円
で
す
。

　
統
合
対
象
は
、
公
設
簡
易
水
道
4
、
民
営
簡
易
水
道
2
及
び
周
辺
の
民
営
飲
料
水
供
給
施
設
等
6
（
未
普
及
地
域
）
で
、
全
て
上
水
道
事
業
に
経
営
統
合
し
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
公
営
簡
易
水
道
は
全
て
上
水
道
事
業
に
統
合
さ
れ
、
簡
易
水
道
2
、
専
用
水
道
1
及
び
飲
料
水
供
給
施
設
等
5
4
が
民
営
を
継
続
す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　
平
成
2
3
年
1
0
月
1
日
付
け
で
統
合
対
象
の
６
簡
易
水
道
事
業
の
全
部
を
現
施
設
の
ま
ま
で
譲
り
受
け
、
平
成
2
4
年
3
月
3
1
日
付
け
で
.
全
て
の
簡
易
水
道
事
業
を
廃
止
し
て
上
水
道
に
統
合
し
ま
し
た
。

（
計
画
第
３
年
度
）



Ⅴ
　
繰
上
償
還
に
伴
う
行
政
改
革
推
進
効
果
【
延
長
計
画
策
定
団
体
】

１
　
主
な
課
題
と
取
組
及
び
目
標

　
注
１
　
上
記
各
項
目
に
は
、
Ⅱ
で
採
り
上
げ
た
経
営
課
題
に
対
応
す
る
取
組
と
し
て
Ⅳ
に
掲
げ
た
経
営
健
全
化
に
関
す
る
施
策
の
う
ち
、
そ
れ
ぞ
れ
各
項
目
に
該
当
す
る
も
の
に
つ
い
て
、
そ
の
対
応
関
係
が
分
か
る
よ
う
に
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
　
　
な
お
、
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
（
平
成
1
9
年
法
律
第
9
4
号
）
（
以
下
、
「
財
政
健
全
化
法
」
と
い
う
。
）
に
規
定
す
る
「
財
政
健
全
化
計
画
」
又
は
「
財
政
再
生
計
画
」
を
定
め
て
い
る
こ
と
か
ら
、
地
方
財
政
法
施
行
令
附
則
第
６
条
第
３
項
の
規
定
に
よ
り
、

　
　
　
こ
れ
ら
の
計
画
を
「
公
的
資
金
補
償
金
免
除
繰
上
償
還
に
係
る
財
政
健
全
化
計
画
」
と
み
な
す
場
合
に
は
、
各
計
画
に
お
け
る
施
策
の
う
ち
、
そ
れ
ぞ
れ
の
各
項
目
に
該
当
す
る
も
の
に
つ
い
て
、
そ
の
対
応
関
係
が
分
か
る
よ
う
に
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
２
　
各
項
目
へ
の
記
入
に
当
た
っ
て
は
、
Ⅳ
に
掲
げ
た
施
策
又
は
財
政
健
全
化
法
に
掲
げ
た
方
策
を
そ
の
ま
ま
転
記
せ
ず
、
ポ
イ
ン
ト
を
簡
潔
に
ま
と
め
た
形
で
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
３
　
必
要
に
応
じ
て
行
を
追
加
し
て
記
入
す
る
こ
と
。

２
　
年
度
別
目
標

（
単

位
：

百
万

円
）

平
成

1
8
年

度
平

成
1
9
年

度
平

成
2
0
年

度
平

成
2
1
年

度
平

成
2
2
年

度
平

成
2
3
年

度
平

成
2
4
年

度
平

成
2
5
年

度
平

成
2
6
年

度
（
当
初
計
画
前
年
度
）

（
当
初
計
画
初
年
度
）

（
当

初
計

画
第

２
年

度
）

（
当

初
計

画
第

３
年

度
）

（
当

初
計

画
第

４
年

度
）

（
当

初
計

画
第

５
年

度
）

（
延
長
計
画
前
年
度
）

（
延
長
計
画
初
年
度
）

（
延
長
計
画
２
年
度
）

（
延
長
計
画
３
年
度
）

（
延
長
計
画
４
年
度
）

（
延
長
計
画
５
年
度
）

当
初

計
画

の
目

標
値

1
6
.
7

1
6
.
7

1
6
.
5

1
6
.
4

1
6
.
4

（
実

績
値

）
1
7
.
4

1
6
.
7

1
6
.
5

1
6
.
0

延
長

計
画

の
目

標
値

1
6
.
0

1
6
.
0

1
6
.
0

1
6
.
0

1
6
.
0

当
初

計
画

の
目

標
値

1
3
,
1
7
1

1
2
,
9
0
5

1
2
,
3
9
8

1
1
,
9
1
1

1
1
,
3
9
2

（
実

績
値

）
1
3
,
2
9
5

1
2
,
9
5
0

1
2
,
8
2
3

1
2
,
2
3
3

延
長

計
画

の
目

標
値

1
2
,
4
1
2

1
2
,
4
0
8

1
2
,
4
7
6

1
2
,
2
1
2

1
2
,
1
3
9

2
,
1
9
5

2
,
1
7
7

2
,
0
9
3

2
,
0
7
2

1
,
9
4
3

1
,
7
5
3

1
8

1
0
2

1
2
3

2
5
2

4
4
2

9
3
7

1
,
2
0
8

1
,
4
1
7

1
,
3
1
3

1
,
2
8
7

1
,
2
6
1

1
,
2
3
8

9
3
7 3

0
9
7

0
0

0
0

9
7

0
0

0
0

9
7

9
7

　
注
１
　
歳
出
削
減
策
の
み
な
ら
ず
、
歳
入
確
保
策
に
つ
い
て
も
幅
広
く
検
討
の
上
、
記
入
す
る
こ
と
。

0

　
　
２
　
「
課
題
」
欄
に
つ
い
て
は
、
「
１
　
主
な
課
題
と
取
組
及
び
目
標
」
の
「
課
題
」
欄
の
番
号
を
記
入
す
る
こ
と
。

9
7

　
　
３
　
「
延
長
計
画
に
計
上
し
た
施
策
に
係
る
改
善
効
果
額
」
欄
に
は
、
「
当
初
計
画
に
計
上
し
た
施
策
に
係
る
改
善
効
果
額
」
を
含
め
な
い
こ
と
。

1
5

 
 
 
 
４
　
「
Ｃ
の
う
ち
公
営
企
業
加
算
分
　
Ｄ
」
欄
に
つ
い
て
は
、
平
成
1
9
年
度
か
ら
平
成
2
1
年
度
ま
で
の
間
に
当
該
団
体
の
公
営
企
業
会
計
に
お
い
て
公
的
資
金
補
償
金
免
除
繰
上
償
還
の

1
5

　
　
　
適
用
を
受
け
、
平
成
2
2
年
度
以
降
に
引
き
続
き
当
該
公
営
企
業
会
計
に
お
い
て
公
的
資
金
補
償
金
免
除
繰
上
償
還
の
適
用
を
受
け
る
場
合
で
あ
っ
て
、
当
該
公
営
企
業
会
計
に
お
け
る

0

　
　
　
経
営
改
革
の
改
善
効
果
額
が
当
該
公
営
企
業
会
計
に
係
る
旧
資
金
運
用
部
資
金
の
補
償
金
免
除
額
に
達
し
な
い
場
合
に
記
入
す
る
こ
と
（
た
だ
し
、
公
営
企
業
会
計
に
加
算
で
き
る
改

8
2

　
　
　
善
効
果
額
は
、
普
通
会
計
に
係
る
改
善
効
果
額
が
旧
資
金
運
用
部
資
金
の
補
償
金
免
除
額
を
上
回
る
部
分
に
限
る
。
）
。

0

　
　

　
（

Ｄ
の

内
訳

）
水

道
事

業
会

計
へ

の
加

算
額

　
　

　
　

　
　

　
　

　
病

院
事

業
会

計
へ

の
加

算
額

Ｃ
－

Ｄ

＜
参

考
＞

補
償

金
免

除
額

（
旧

資
金

運
用

部
資

金
）

延
長

計
画

改
善

効
果

額
　

合
計

　
Ａ

延
長

期
間

が
２

年
以

下
の

場
合

に
加

算
す

る
改

善
効

果
額

　
Ｂ

Ａ
＋

Ｂ
　

　
Ｃ

Ｃ
の

う
ち

公
営

企
業

会
計

加
算

分
　

Ｄ

改
善

効
果

額

改
善

効
果

額

＜
参

考
＞

当
初

計
画

補
償

金
免

除
額

（
旧

資
金

運
用

部
資

金
）

延 長 計 画 に 計 上 し た 施

策 に 係 る 改 善 効 果 額

課
題

４
自

主
財

源
の

確
保

（
遊

休
資

産
の

売
却

）

改
善

効
果

額

改
善

効
果

額

当
初

計
画

改
善

効
果

額
　

合
計

当 初 計 画 に 計 上 し た 施

策 に 係 る 改 善 効 果 額

課
題

１
人

件
費

(
退

職
手

当
を

除
く

。
)

改
善

効
果

額

課
題

１
行

政
管

理
経

費
（

物
件

費
）

改
善

効
果

額

改
善

効
果

額

延
長

計
画

合
計

実 質 公 債

費 比 率

地 方 債 現

在 高

区
分

課
　

題
項

　
　

目
当

初
計

画
合

計

市
債

発
行

を
抑

制
す

る
た

め
、

建
設

事
業

の
優

先
順

位
の

選
択

や
事

業
費

枠
の

設
定

を
図

り
、

臨
時

財
政

対
策

債
及

び
減

税
補

て
ん

債
を

除
き

元
金

償
還

額
未

満
の

新
発

債
の

発
行

と
し

、
地

方
債

現
在

高
を

減
少

さ
せ

る
。

３
　

公
営

企
業

会
計

に
対

す
る

基
準

外
繰

出
し

の
解

消
公

共
下

水
道

事
業

に
つ

い
て

は
、

使
用

料
の

見
直

し
及

び
水

洗
化

率
の

向
上

等
を

図
る

と
と

も
に

、
計

画
区

域
に

つ
い

て
も

再
検

討
し

、
現

在
の

財
政

力
に

応
じ

た
見

直
し

を
行

い
、

基
準

外
繰

出
の

解
消

を
図

る
。

４
　

そ
の

他
平

成
２

２
年

度
決

算
か

ら
公

会
計

制
度

を
導

入
す

る
予

定
で

あ
り

、
売

却
可

能
資

産
を

的
確

に
把

握
し

、
遊

休
財

産
の

処
分

を
推

進
す

る
。

２
　

公
債

費
負

担
の

健
全

化
（

地
方

債
発

行
の

抑
制

等
）

課
　

題
取

 
組

 
及

 
び

 
目

 
標

１
　

経
常

経
費

の
見

直
し

当
初

計
画

に
計

上
し

た
人

件
費

（
退

職
手

当
を

除
く

）
及

び
行

政
管

理
経

費
（

物
件

費
）

に
つ

い
て

引
き

続
き

削
減

に
務

め
る

。


